
　介護報酬が１月２５日、診療報酬が２月１０日にそれ
ぞれ諮問・答申された。急性期医療への資源集中と
介護保険中心の地域包括ケアへという社会保障・税

一体改革の方向性に沿った同時改定の全容が明らか
になった。
　一方、一体改革の素案決定後、内閣改造で牽引役
に岡田副総理を据えるも与野党協議は進まず、消費
税関連法案の３月末国会提出に向けて２月１７日、素
案をそのまま閣議決定した。
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今月の主な動き

場　　所開始時間行　　　事
ルームＡ午後２時保険審査通信検討委員会２日金
ホテル北野屋午後３時与謝・北丹医師会との懇談会

３日土
大阪・御堂会館午後３時３・３近畿総決起集会「ストップ！社会保障と税の一体改悪」

午後２時各部会６日火
新田辺駅前ＣＩＫビル・３Ｆ午後２時３０分綴喜医師会との懇談会

１０日土
新・都ホテル午後４時医療安全シンポジウム

京都産業会館・８Ｆシルクホール午後６時３０分バイバイ原発３・１０京都　私たちの未来を考える講演会
「福島原発事故の真実～事故がつきつけた原発の危険～」

ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時文化講座１１日日
ルールＡ午後２時定例理事会１３日火
ルームＣ午後２時医院・住宅新（改）築相談室１４日水
ルームＣ午後１時ファイナンシャル相談室

１５日木 応接室午後２時法律相談室
ルームＢ午後２時雇用管理相談室
ルームＢ午後２時手話サークル１６日金
アミス午後２時傷害疾病保険審査会１９日月
ルールＡ午後２時金融共済委員会２１日水
ルームＡ午後２時保険講習会Ｂ

２２日木
アミス午後２時３０分出版編集会議

京都産業会館・８Ｆシルクホール
（北部：舞鶴メディカルセンター）

午後２時『点数表改定のポイント』説明会（第２次新点数検討会）２４日土

ルームＡ午後２時定例理事会２７日火
アミス午後２時経営相談室２８日水

3
月
の
保
険
医
協
会
の
行
事
予
定

場　　所開始時間行　　　事
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時コミュニケーション委員会４月７日土
舞鶴メディカルセンター午後２時３０分舞鶴医師会との懇談会４月２１日土
集合・三十三間堂前午前９時３０分文化ハイキング－平家物語ゆかりの史跡を巡る－４月２２日日

登録会館・大ホール
（北部：舞鶴メディカルセンター）

午後２時
『新点数運用Ｑ＆Ａ・レセプトの記載』説明会
（第３次新点数検討会）

４月２６日木

今
後
の
予
定

※太字は一般参加の行事、詳細は後掲５６～６０ページ
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※「ルームＡ、Ｂ、Ｃ」、「応接室」及び「アミス」は京都府保険医協会事務所内の会議室の名称です。



一体改革 一体改革 
通常国会に後期高齢者医療制度廃止法案など
　厚労省は１月１１日、通常国会に提出予定の法案を
民主党厚生労働部門会議で明らかにした。継続審議
となっている３法案のほかに、予算関連４法案を含
む９法案を新たに提出する。社会保障・税一体改革
素案に沿って、後期高齢者医療制度廃止を見据えた
法案「医療保険制度の安定的運営を図るための健康
保険法等の一部を改正する法律案（仮称）も提出す
る方針。また、予算関連法案として国民健康保険法
改正案を提出する。さらに、提出予定以外で検討中
の法案として、医療法、介護保険法、薬事法、予防
接種法、短時間労働者雇用管理改善法なども示した。
（１/１３MEDIFAXより）

野田改造内閣、一体改革担当相に岡田副総理
　野田改造内閣が１月１３日、正式に発足した。社会
保障と税の一体改革、行政改革を推し進めるため、
岡田克也前幹事長を副総理（一体改革担当相）に起
用。小宮山洋子厚生労働大臣は留任した。
（１/１６MEDIFAXより）

難病対策、法制化視野に具体的検討を開始
　厚労省の厚生科学審議会・疾病対策部会難病対策
委員会は１月１７日、２０１１年１２月の「中間的整理」を
受けて、今後、法制化を視野に入れつつ「研究の推
進」「医療体制の整備」「在宅看護・介護」などの柱
に沿って具体的な検討を進めていくことで一致し
た。また、各論を検討するため「難病研究・医療体
制ＷＧ」「在宅看護・介護等ＷＧ」の設置も決めた。
（１/１８MEDIFAXより）

１２年度は「新生在宅医療・介護元年」
　厚労省医政局は２０１２年度を「新生在宅医療・介護
元年」と位置付けるなどの考えを、１月２０日の厚生
労働関係部局長会議で大谷泰夫局長が示した。療養
の場と看取りの場の確保は喫緊の問題であるとして
１２年度予算案に「在宅医療・介護推進プロジェクト」
として計３５億円を計上し、人材育成や在宅医療連携
拠点などの実施拠点整備や個別疾患に対応するサー
ビスの充実・支援を推進。在宅医療連携拠点事業で
は、地域特性モデル、主体によるモデル、対象疾患
によるモデルなど各種モデルごとに事業展開し、デ
ータ収集・分析を行う。
　１３－１７年度の新たな医療計画に向けて、各都道府
県は１２年度中に計悪を策定する必要がある。「医療計
画作成指針」は３月はじめにも通知を発出する見通
し。（１/２１MEDIFAXより）

消費増税１％で社会保障「充実」、４％で「安
定化」
　政府は１月２０日、社会保障・税一体改革の関係５
大臣会合を開き、一体改革の広報に関する基本方針
をまとめた。消費税の増税５％分について今後は、
社会保障の充実に１％程度（２.７兆円）、社会保障の
安定化に４％程度（１０.８兆円）を充てると説明する
方針だ。これまでは、機能強化に３％分、機能維持
に１％分、消費税引き上げに伴う社会保障支出等の
増に１％分を充てると説明していた。しかし、民主
党内などには、社会保障支出等の「等」を疑問視す
る声があった。「等」に防衛費などが含まれていると
政府側から聞いた民主党議員もいる。今回の基本方
針では、「増税分は、全額社会保障財源化し、国民に
還元。官の肥大化には使わない」と記している。
（１/２３MEDIFAXより）

在宅医療推進へ「地域拠点薬局」整備／医薬
食品局
　厚生労働省は在宅医療を推進するため、２０１２年度
事業でモデル的に地域拠点薬局を整備し、無菌調剤
室の共同利用体制を構築する。地域単位での医療用
麻薬の在庫管理システムも開発する。
　厚労省は、高い無菌性が必要な注射薬・輸液の調
剤を身近な薬局でできるようにするため、省令改正
を行って他の薬局の無菌調剤室を利用できるように
する考えで、パブリックコメントの募集を１月２４日
まで行っている。医薬食品局は「在宅医療提供拠点
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薬局整備事業」として１２年度予算案に１億６０００万円
を計上。医政局の「在宅医療連携拠点事業」を展開
する病院・診療所と連携する地域薬剤師会運営の薬
局に対し、無菌調剤室の設置費用を助成し、１６カ所
を地域拠点薬局として整備する。
　地域拠点薬局に設置する無菌調剤室を共同利用す
ることで、在宅医療で必要となる▽疼痛緩和で使用
する持続点滴の医療用麻薬などの注射剤▽経管栄養
の高齢者や小児に向けた高カロリー輸液―などを調
剤できるようにする。（１/２３MEDIFAXより）

認証制度、「特定行為」具体化へ議論開始
　厚労省は１月２４日、「チーム医療推進のための看護
業務検討ワーキンググループ」に対して、「特定行為」
の具体化の議論に向けたたたき台を提示し、議論を
求めた。法制化に向けて賛否双方の意見が上がった
が、大谷医政局長は「法案の提出を目指す。会期内
に目指すことを最初から断念しているわけではない
が、関係者の理解の中で円滑に推進する必要がある」
とした。具体的な特定行為の分類についてたたき台
は「指示の包括性（判断の難易度）」と「行為の侵襲
性（行為の難易度）」の２つを評価基準とする考え方
を示した。（１/２５MEDIFAXより）

通常国会が召集
　第１８０回通常国会が１月２４日に召集された。会期は
６月２１日までの１５０日間。一体改革に関連して３月中
旬に提出される消費税率引き上げを含んだ税制抜本
改革関連法案の審議が焦点となる。厚労省の主な法
案には、２月中旬に提出予定の国民健康保険法改正
案や国民年金法改正案、３月中旬提出予定の医療保
険制度の安定的運営を図るための健康保険法等改正
案（高齢者医療制度の見直しに関する法案）や障害
者自立支援法改正案など。（１/２５MEDIFAXより）

後期高齢者医療、廃止法案は「暴挙」／知事
会が廃止に反対
　１月２４日に開かれた「国保制度の基盤強化に関す
る国と地方の協議」で、全国知事会は後期高齢者医
療制度廃止への反対姿勢を明確にした意見書を提出
した。社会保障・税一体改革素案で廃止関連法案を
通常国会に提出する方針が明記されたことを受け
「高齢者医療制度に関する協議は一切行っていない
中で、現行制度の廃止法案の提出を断行しようとす
ることは暴挙と言わざるを得ず、断じて認めること

はできない」と批判した。
　知事会の意見書は、厚生労働省の高齢者医療制度
改革会議による２０１０年の最終取りまとめの内容につ
いて「最も重要な課題である財源論が欠如している」
などと批判し、「現行制度の改悪と言わざるを得な
い」と問題視している。
　「国と地方の協議」に知事会から参加した福田富
一・栃木県知事（医療保険制度改革プロジェクトチ
ームリーダー）は「現行制度はすでに定着している
ので、必要な改善を加えながら安定的な運営に努め
るべき」と述べた。協議終了後、記者団の取材に応
じた福田知事は、制度廃止をめぐって国などとの協
議に応じる姿勢は示しつつも「どういう制度を新し
くつくるのか議論をして、納得がいかなければ法案
提出については認められないことになると思う」と
話した。（１/２５MEDIFAXより）

高齢者医療制度の見直しで２月中に要綱案
　民主党の医療・介護ワーキングチームは１月２４日
に役員会を開き、法案提出予定の高齢者医療制度の
見直しについて、厚生労働部門会議の考え方を２月
中にまとめることを確認。全国知事会や関係団体と
の協議をスタートさせる。まとめた後は部門会議に
報告し、政策調査会の了承も得る方針。社保審・医
療部会とも連携する。
　「国保制度の基盤強化に関する国と地方の協議」で
は、全国知事会は後期高齢者医療制度廃止への反対
姿勢を明確にした意見書を提出した。
（１/２５MEDIFAXより）

急性期病床群、根強い慎重論も議論前進
　厚労省の「急性期医療に関する作業グループ」は
１月２６日、３回目の会合を開いた。医療法に「急性
期病床群（仮称）」を位置付けることについて、医療
提供側委員の慎重論は依然、根強いものの、議論が
平行線をたどった前回会合と異なり、建設的な提案
もあった。
　横倉構成員（日医副会長）は日医総研の「自治体
病院における救急告示病院の構成比（２００９年度）」デ
ータを提示しながら、不採算地区で看護配置１５対１
病院の８割強が救急告示をしているのに対して、人
口密集地区の１５対１病院の救急告示は１割未満にと
どまっているとし、全国一律に制度設計することの
難しさを強調。（１/２７MEDIFAXより）
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厚労省が一体改革の方向性を説明／社会保障
審議会
　社会保障審議会が１月３０日開かれ、厚労省側が出
席委員に対し、社会保障・税一体改革素案や日本の
将来人口推計などを説明した。
　素案の概要を解説した厚労省の香取照幸政策統括
官（社会保障担当）は▽消費税５％引き上げ分の財
源１３.５兆円程度のうち、０.８兆円程度を消費税引き上
げに伴う物価上昇による年金・診療報酬などの支出
増に当てる▽改革の達成度は社会保障・税一体改革
成案（２０１１年６月）で示したシミュレーションとの
対比によって事後的に評価できる―などの説明を行
った。（１/３１MEDIFAXより）

政府、「行革実行本部」を設置
　政府は１月３１日の閣議で、全閣僚をメンバーとす
る行政改革実行本部（本部長＝野田佳彦首相）の設
置を決めた。閣議後に実行本部の初会合があり、野
田首相は「行政改革は、社会保障と税の一体改革に
合わせて包括的に進めていかなければならない政府
の重要課題」と述べた。（２/１MEDIFAXより）

一体改革で「情報発信推進室」を設置／内閣
官房に
　政府は１月３１日、社会保障・税一体改革に関する
情報発信を強化するため、内閣官房に「社会保障・
税一体改革情報発信推進室」を設置した。室長には
迫田英典・内閣審議官が就く。岡田克也副総理（一
体改革担当相）は会見で、「国民の声に耳を傾ける双
方向の対話を実践していく」と述べた。
（２/１MEDIFAXより）

日医が一体改革素案について見解、大枠は評価
　日本医師会は２月１日の定例会見で、社会保障・
税一体改革素案について見解を発表した。「社会保障
の機能強化と持続可能性の確保を目指す」「消費税率
の引き上げ」など大枠の理念には理解を示し、「方向
性は同じ」「異論はない」と評価した。ただ、医療機
関の控除対象外消費税問題や急性期病床の位置付け
など個別の項目には注文を付けた。
　消費税の「社会保障目的税化」について、「厳密に
言えば、消費税収の範囲で必要費用を賄うことを意
味しており、不足した場合には消費税率を引き上げ
るか、必要費用を範囲内に圧縮するしかない」と指
摘。消費税収が不足した場合には他の財源も充当す

ることを維持すべきと提案した。
　控除対象外消費税ついて、高額投資にかかる負担
への手当てや検証する場の設置などが記載されたこ
とを評価。ただ、今回の改正は８％引き上げ時まで
に限定すべきとし、「１０％引き上げ時には、仕入税額
控除が可能な税制に改め、患者負担を増やさない制
度を求める」とした。
　公的医療保険制度の在り方では、日医として「国
民の安心を約束する医療保険制度」を提案している
と説明。素案を受け、全国一本化を４段階で進める
道筋に一部修正を加えている。医師確保対策では
２０１１年４月に発表した「医師養成についての日医の
提案」の意義をあらためて説明した。
　医療提供体制では、「急性期病床の明確化」の方針
に対して「急性期医療と在宅医療の中間に立つ一般
病院や診療所の機能強化が重要」と述べ、医療法へ
の位置付けに向けた急性期病床群（仮称）の議論に
警戒感を示した。「一般病棟における長期入院の適正
化」についてはＤＰＣ病院の在院日数の推移などを
示し「平均在院日数の短縮化が限界に来ているので
はないか」と指摘。「在宅医療の拠点となる医療機関」
には地域医師会が調整の役割を果たすべきと提案し
た。
　「チーム医療の推進」では、看護師特定能力認証制
度に反対する意思をあらためて示した。新たな資格
の創設が看護師不足を招き、一般の看護師の業務を
縮小させると懸念を示した。
　「地域包括ケアシステムの構築」では、「在宅」「居
宅」「居住系施設」などの定義を明確にする必要があ
るとし、有料老人ホームなどの「集合住宅」へのサ
ービス提供は新たな報酬体系を作るよう提案した。
介護予防・重度化予防はケアマネジメントがカギに
なるとし、医療と介護の連携には多職種による退院
調整のカンファレンスが必須と述べた。
　「総合合算制度」の前提となる番号制度の導入につ
いては、「公平な負担と給付のために所得や保険料を
捕捉するシステムが必要」と理解を示した。ただ、
番号制度が社会保障の現物サービス給付に持ち込ま
れることに危惧を示した。（２/２MEDIFAXより）

民主、マイナンバー法案などを「条件付き承認」
　民主党は２月８日、社会保障と税の一体改革調査
会・内閣部門会議・総務部門会議の合同会議を開き、
社会保障・税番号制度の整備に向けた「マイナンバ
ー関連法案」「地方公共団体情報システム機構法案」
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について政府側から説明を受けた。党側は、番号制
度運用のために新設する地方公共団体情報システム
機構の理事長らを一般公募することを条件に、法案
を了承した。
　政府は、自治体が共同して住民基本台帳に絡む事
務などを処理するために、地方公共団体情報システ
ム機構を新設する方針だ。合同会議の出席者による
と、役所から機構への「天下り」を懸念する声が上
がったほか、番号制度導入とともに歳入庁創設に向
けた努力をしていくべきとの意見が出たという。
（２/９MEDIFAXより）

ＴＰＰ ＴＰＰ 
米政府がＴＰＰで非公式伝達「混合診療は対
象外」
　米通商代表部（ＵＳＴＲ）が環太平洋連携協定
（ＴＰＰ）への参加交渉や事前協議で、混合診療の全
面解禁を対象外とする方針を日本政府に非公式に伝
えていたことが１月２２日、分かった。政府は月内に
も米国との事前協議を開始する。
　ただ、米側は医薬品規制の見直しなどは譲歩しな
い構え。混合診療の全面解禁をＴＰＰとは別の枠組
みで日本に要求する可能性もある。
（１/２４MEDIFAXより）

ＴＰＰ問題で日医・原中会長「危険性感じて
いる」
　日医・原中勝征会長は１月２５日、日本外国特派員
協会で会見し、今後のＴＰＰ交渉について記者団か
ら「皆保険を維持、存続する戦いは終わったのか」
と問われ、「危険性を感じている」と述べ、警戒感を
示した。原中会長はＴＰＰそのものには反対するわ
けではないが、公的医療保険制度を除外するとの名
言がなければ、認めることはできないと主張した。
（１/２６MEDIFAXより）

全品目が交渉対象／ＴＰＰで政府表明、米国
と初の事前協議
　日米両政府は２月７日（日本時間２月８日）、米ワ
シントンで日本の環太平洋連携協定（ＴＰＰ）交渉
参加に向けた初の事前協議を行い、日本側はコメを
含む全品目を自由化交渉の対象にする考えを表明し
た。米側は自動車、保険、農産品の市場開放を求め
る産業界からの要望項目を紹介。ただ、米政府の意

見は固まっていないとして提示を見送った。
　日本の外務省は米政府が公的医療保険制度の廃止
や単純労働者の受け入れを求めない方針を示したこ
とを明らかにした。（２/１０MEDIFAXより）

中医協 中医協 
「現時点の骨子」で再診料回復めぐり攻防
　中医協は１月１３日の総会で、２０１２年度診療報酬改
定に向けて年末までの議論を整理した「現時点の骨
子」を提示。２つの重点課題と４つの視点を盛り込
んだ。
　その中には診療側が求めている再診料引き上げの
項目が盛り込まれておらず、診療側は再診料の回復
を議論の俎上に乗せるよう要求。これに対して支払
い側は反発。厚労省は議論を踏まえ、次回総会に骨
子の取りまとめ案を提示し、了承が取り付けられれ
ば１月１８日にパブリックコメントを出したい考え。
●重点課題１　－勤務医の負担軽減－
　「重点課題１」は、急性期医療の適切な提供に向け
た病院勤務医らの負担軽減が柱。▽救急・周産期医
療の推進▽病院医療従事者の勤務体制の改善などの
取り組み▽救急外来や外来診療の機能分化の推進─
などを盛り込んでいる。具体的には、１３対１、１５対
１一般病棟入院基本料で、急性期後の患者らを受け
入れた場合の評価の新設を記載。２次救急医療機関
で深夜、土曜、休日の救急搬送患者に対する外来で
の初期診療を評価するため、新たな医学管理料を新
設するとした。同一日の２科目の再診の評価の検討
や、精神病床などに入院中の患者が透析などのため
他医療機関を受診した場合の評価の見直し、地域医
療貢献加算の再編成の検討も盛り込んだ。このほか、
病棟薬剤師や歯科などを含むチーム医療の促進にも
言及している。
●重点課題２　－役割分担と連携強化、在宅医療の
充実－

　「重点課題２」は、医療と介護の役割分担の明確化
と、地域での連携体制の強化の推進、地域生活を支
える在宅医療などの充実が柱。▽在宅医療を担う医
療機関の役割分担や連携促進▽看取りに至るまでの
医療の充実▽早期の在宅療養への移行や地域生活へ
の復帰に向けた取り組みの促進─などについてまと
めた。在宅での緩和ケアを充実する観点から、在宅
医療を担う医療機関の医師と緩和ケア病棟などの専
門の医師が連携して診療を行う場合の評価や、特別
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養護老人ホームの配置医師と、在支診、在支病とい
った外部の医師が連携して特養で看取りを行った場
合に対する評価を盛り込んだ。医療依存度の高い介
護保険優先の患者に対し、退院直後の２週間に限っ
て特別訪問看護指示に基づき医療保険で訪問看護が
提供できることの明確化も記載。▽在宅歯科、在宅
薬剤管理の充実▽訪問看護の充実▽医療・介護の円
滑な連携―も盛り込んだ。
●視点１　－充実が求められる分野－
　充実が求められる分野を適切に評価していく視点
では▽がん▽生活習慣病▽精神疾患▽認知症▽リハ
ビリテーションなどの分野に言及。がん診療連携拠
点病院加算について、悪性腫瘍の疑いで紹介された
患者らについても算定できるよう要件を変更するこ
とや、精神科救急医療機関と精神科医療機関の連携
に対する評価の新設などを盛り込んだ。リハビリ関
連では、回復期リハビリ病棟入院料について、より
充実した体制で重症な患者を受け入れ、状態改善や
在宅復帰を十分行っている場合の評価の新設などを
示した。▽感染症対策の推進▽生活の質に配慮した
歯科医療の推進▽医療技術の適正な評価▽イノベー
ションの適切な評価―にも触れている。
●視点２　－患者が納得でき安心・安全な医療の実現－
　患者から見て分かりやすく納得でき、安心・安全
で生活の質にも配慮した医療を実現する視点では▽
医療安全対策などの推進▽患者に対する相談支援体
制の充実など▽診療報酬点数表の用語・技術の平易
化、簡素化─について記載。患者らに対する相談窓
口の設置など患者サポート体制を充実するととも
に、院内トラブルに対する具体的な対応策をあらか
じめ準備し患者の不安解消に積極的に取り組む医療
機関への評価の新設などを盛り込んだ。栄養管理実
施加算、褥瘡患者管理加算については、算定してい
る医療機関が多いことから、実施体制が全医療機関
で確保されつつあることを踏まえて入院基本料と特
定入院料で包括して評価を行うとした。
●視点３　－機能分化と連携で効率的な医療の実現－
　医療機能の分化と連携などを通じて質が高く効率
的な医療を実現する視点では▽病院機能に合わせた
効率的な入院医療▽慢性期入院医療の適切な評価▽
診療所の機能に着目した評価などを盛り込んだ。一
般病棟入院基本料、特定機能病院（一般病棟）など
の７対１入院基本料の算定要件（平均在院日数、看
護必要度などの基準を満たす患者割合）の見直しを
行うことも記載。一般病棟入院基本料、特定機能病

院（一般病棟）の１０対１入院基本料などについても、
看護必要度などに関する評価を要件化し、看護必要
度などの基準を満たす患者割合が一定程度以上の医
療機関については評価を行うとした。
　亜急性期入院医療管理料については、回復期リハ
ビリ病棟入院料と比較しつつ、適切な評価体系に整
理するとした。一般病棟入院基本料（１３対１、１５対
１）算定の病棟に限って特定除外制度の見直しを行
うことや、夜間に看護師が配置されている有床診療
所について、有床診療所に即した緩和ケア診療や、
ターミナルケアに関する評価を新設することも記載
した。このほか▽医療の提供が困難な地域に配慮し
た評価▽医療機関間の連携に着目した評価▽調剤報
酬―についても言及した。
●視点４　－適正化の視点－
　効率化余地があると思われる領域を適正化する視
点では「後発医薬品の使用促進」をはじめ▽平均在
院日数の減少や社会的入院の是正に向けた取り組み
▽医薬品・医療材料・検査の適正評価▽相対的な治
療効果が低くなった技術等の適正な評価─を盛り込
んだ。
　人工腎臓については、包括されている医薬品の実
勢価格やエリスロポエチン製剤などの使用実態を踏
まえた点数の見直しを行うとともに、慢性維持透析
の合併症などに対して有効性が明らかになりつつあ
る新しい血液透析濾過についての評価を新設するこ
とが盛り込まれた。
　コンタクトレンズに関する診療報酬上の評価につ
いては「保険医療機関等に対する指導・監査の検証
及び再発防止に関する検討チーム」の中間報告書の
指摘を踏まえ、検査に関する必要な評価を行いつつ、
適切な請求が行われるよう施設基準や診療報酬請求
における取り扱いについて見直しを行うとしてい
る。
　「平均在院日数の減少や社会的入院の是正に向け
た取り組み」については、７対１入院基本料の算定
要件の見直しや一般病棟の長期療養患者の評価など
を挙げた。「後発医薬品の「使用促進」では、現行の
加算の要件（数量ベースでの後発医薬品の使用割合
が２０％以上、２５％以上および３０％以上）について、
２２％以上、３０％以上および３５％以上に改めるととも
に評価をついては軽重を付ける。医療機関での後発
医薬品の使用を進めるため、後発医薬品使用体制加
算の現行要件に「３０％以上」の評価を加えることや、
医師が処方せんを交付する場合には、一般名処方を
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行うことを推進することなどを挙げた。
（１/１６MEDIFAXより）

中医協で診療側から消費税の「診療報酬での
手当てやめるべき」
　厚労省は１月１３日の中医協総会で、一体改革素案
の消費税率引き上げについて報告。診療側の安達委
員は「検証の場を早急に設置し、社会保険診療にか
かる消費税分の手当てを診療報酬で行うという手法
はやめてもらいたい」と主張。鈴木委員も「速やか
に中医協に消費税の検証の場を設け、税率が１０％に
上がる際の抜本的な検討を行うという解釈でよいの
か」と質問した。
　これに対し厚労省は、「医療機関の控除対象外消費
税に関わる検討の場が設けられていなかったので、
関係者が共通に検討できる場を設けることにした」
とした。（１/１６MEDIFAXより）

１２年度改定パブコメめぐり支払い側が難色、
再診料は「参考資料」に
　１月１８日の中医協総会では、２０１２年度診療報酬改
定のパブリックコメント募集に再診料見直しを含め
るかどうかをめぐり、診療側と支払い側が対立した。
厚労省は、すでに各側が合意しているテーマを「現
時点の骨子案」としてまとめ、総会に提示。意見が
一致しなかった部分については骨子案から切り離
し、双方の意見を対比表形式にまとめて総会に出し
た。厚労省はこの資料の両方についてパブコメを求
めようとしたが、未合意の再診料論議まで意見募集
することに支払い側が難色を示し、総会は一時中断。
調整の結果、未合意部分は参考資料扱いとすること
などで、パブコメを求めることが決まった。
（１/１９MEDIFAXより）

全国１９医療圏の中小病院対象に要件緩和
　厚労省は１月１８日の中医協総会に、医療資源が限
られている全国１９の医療圏を対象に２００床未満で看
護配置１３対１、１５対１の病院を中心に一定の項目に
ついて施設要件を緩和する案を提示。
（１/１９MEDIFAXより）

介護職のたん吸引、診療側委員が懸念
　１月１８日の中医協総会では、「社会福祉士及び介護
福祉士法」の一部改正で、一定の条件下での実施を
認めた介護職員らによるたんの吸引をめぐり、事故

が起きた際の責任の所在や、医師との連携の在り方
などを懸念する声が診療側委員から上がった。安達
委員は「一番の問題は刑事（訴訟）」で、福島県立大
野病院事件に言及し「医師の指示そのものが適切で
なかったと拡大的に解釈して立件…が起こることを
考えると非常に物騒の話」。西澤委員は、在宅で緊急
事態が起きた際に医師が駆けつけることについて
「普通の主治医段階で２４時間対応が可能とは思えな
い」と指摘した。（１/１９MEDIFAXより）

中医協が公聴会
　中医協は１月２０日、愛知県津島市で公聴会を開催。
公募の中から公益委員が選んだ１１人が発言した。支
払い側の発言者からは、限られた医療費を効率的に
投入すべきといった意見や、医療費のあり方が国民
に分かりづらいといった指摘が出された。診療側の
発言者からは、今後重要になる有床診療所を評価す
べきといった声や、超高齢社会に備えて長期的グラ
ンドデザインを持ちながら地域医療と診療報酬のあ
り方を検討すべきといった意見が出された。
（１/２３MEDIFAXより）

中医協、薬価案を了承、追加下げは長期品
０.８６％・後発品０.３３％
　中医協は１月２５日、薬価専門部会と総会を開き
「２０１２年度薬価算定基準案」を了承した。長期収載品
の薬価を０.８６％、後発医薬品の薬価を０.３３％それぞれ
追加で引き下げることを盛り込んでいる。厚労省は
この基準に基づいて改定薬価を算定し２月初めに製
薬会社に内示。企業からの意見聴取などを経て３月
上旬をめどに改定薬価を告示する予定。
（１/２７MEDIFAXより）

「再診料回復」なし、依然平行線
　厚労省は１月２７日の中医協総会で、点数等を伏せ
た「個別改定項目」を提示。その中に再診料の復点
は盛り込まれなかった。診療側委員と支払い側委員
の主張は平行線を辿った。安達委員は「優先順位の
問題で支払い側が再診料引き上げに反対したことは
理解したが、実際に再診料の優先順位が低くなった
ことは納得していない」とし、「再診料が何を評価し
ているのか。改訂後に検討の場をつくってほしい。
付帯意見として書き込んでほしい」と要望した。
（１/３０MEDIFAXより）
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先進・高度医療、年間総額１７３億円、患者負担
９８億円
　厚労省は１月２７日の中医協総会に先進医療の実績
報告を提示した。２０１０年７月１日から１１年６月３０日
までの１年間の先進医療・高度医療の総金額は約１７３
億５０００万円で、うち保険外併用療養費として保険給
付されたのは約７５億４０００万円、患者の自己負担とな
る先進医療費用は約９８億円。１１年６月３０日現在で先
進医療・高度医療は１２３種類、実施医療機関数は５２２
施設。患者数は１万４５０５人だった。
（１/３０MEDIFAXより）

引き続き個別改定項目の審議
　中医協は１月３０日の総会で引き続き個別改定項目
の審議を行った。大病院と中小病院が連携しながら
院内感染対策に取り組む新加算を提示。おおむね了
承された。◇医療機関が「緩和ケア病棟入院料」と「緩
和ケア診療加算」を算定しやすくするために厚労省
が施設要件から「日本医療機能評価機構」の項目を
削除したことをめぐり、診療側・支払い側双方から
異論。◇ＤＰＣ／ＰＤＰＳ制度の見直しに向け、調
整係数の調整部分を機能評価係数Ⅱに置き換える割
合について前回改定の２５％と合わせて５０％分とする
方針を打ち出したが、一部の医療機関で大きな影響
を受けることが判明。２５％のままとする案を示した。
◇入院基本料等加算の簡素化の一環として療養病棟
療養環境加算について、医療法の基準を下回る「加
算３」と「加算４」を骨子案で評価しない方向を示
していたが、加算名称を変え存続させる案を提示し
た。◇「患者サポート体制充実加算」の新設を盛り
込んだ。患者の不安解消や院内トラブルの回避を狙
ったもので、患者の相談に対応できる体制をとった
医療機関を評価。◇認知症に対する医療の充実に向
け、短期集中的な認知症治療に対する評価を拡充。
◇明細書無料発行の普及に向けた取り組み案を提
示。２０１４年度以降は４００床以上の大病院に免除規定を
認めない。高額な発行手数料はふさわしくないこと
を周知。公費補助などで一部負担金が発生しない患
者に対しても発行に努めるよう促す、など。
（１/３１MEDIFAXより）

療養病棟療養環境加算、３・４は名称変更し
存続／中医協総会
　厚生労働省は２０１２年度診療報酬改定に向け入院基
本料等加算の簡素化の一環として療養病棟療養環境

加算について、医療法の基準を下回る「加算３」と「加
算４」を骨子案で評価しない方向を示していたが、
１月３０日に示した個別改定項目（いわゆる短冊）で
は、加算の名称を変え、存続させる案を提示した。
同加算をめぐっては、慢性期病院関係者から存続を
求める声が上がっていた。
　短冊では、加算３と加算４について「療養病棟療
養環境改善加算１」と「療養病棟療養環境改善加算
２」に改編する。両加算は、医療法上の原則は満た
さないものの医療法の経過措置として施設基準の緩
和が認められている医療機関だけを対象にする。同
加算を算定できる期間は、増築または全面的な改築
を行うまでの間とするが、療養環境の改善のための
計画を策定して報告し、毎年その改善状況について
も報告することを求める。「１２年３月３１日に療養病棟
療養環境加算３と同４を届け出している病棟につい
ては、９月３０日まで現行の加算点数を算定できる」
との経過措置も設ける。（２/１MEDIFAXより）

一般名処方の加算、期限は設けず／中医協
　後発医薬品使用促進などに向け２０１２年度診療報酬
改定で新設する一般名処方に関する加算について、
中医協は２月１日の総会で実施期限を設けないこと
で一致した。
　総会で支払い側の白川修二委員（健保連専務理事）
は、加算の導入自体には同意したものの、患者負担
増への懸念から加算の実施を一定期間に区切るべき
と主張し、厚生労働省に見解をただした。これに対
し厚労省保険局医療課の吉田易範薬剤管理官は、医
療機関でのシステム導入などに一定の負担があると
した上で、「慣れてくれば（医療機関の）負担も減る
が、すぐに対応できるわけではない。現段階では期
限を設けるのは難しい」との考えを示した。
　白川委員はまた、療養担当規則に一般名処方の努
力規定を設けることについて厚労省に見解をただし
たが、吉田薬剤管理官は「難しい面もあると思う」
と述べ、最終的には白川委員も合意した。
　１２年度改定では、医師が長期収載品について一般
名を記載したものを含む処方箋を交付した場合、処
方箋料に上乗せする加算を設けることで合意してい
る。（２/２MEDIFAXより）

再診料の「復点」は短冊に盛り込まず
　２０１２年度診療報酬改定の概要が固まった。中医協
は２月１日の総会で、個別改定項目（いわゆる短冊）
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と答申書の付帯意見に関する議論を一通り終了。次
回の総会を１０日にも開き、厚労省が点数などの詳細
な数値を入れた改定案を示す。了承されれば２月１０
日中に小宮山厚労相に答申する見通しだ。焦点とな
っていた同一日複数科受診の再診評価をめぐって
は、総会で支払い側委員が容認する姿勢を示した。
再診料の「復点」については短冊に盛り込まず、付
帯意見に基本診療料の在り方を検討すると明記し
た。（２/２MEDIFAXより）

７対１入院基本料の経過措置「適切な期間」
で／中医協総会
　２月１日の中医協総会では、これまでの個別改定
項目（いわゆる短冊）の議論を踏まえ、支払い側が、
７対１入院基本料の算定要件の見直しに伴う経過措
置について「適切な期間」の設定を求めたほか、「療
養病棟療養環境改善加算」の適正化（引き下げ）を
強く求めた。
　７対１入院基本料の算定要件の見直しについて支
払い側の白川修二委員（健保連専務理事）は「看護
師の雇用に関わることから一定の経過措置は必要だ
が、あまり長くなり過ぎると改定した意味がない」
とし、病院経営に影響を与えないよう“軟着陸”の
範囲で適切な経過措置とするよう求めた。１月２７日
の議論では、支払い側から２年間の経過措置は長い
との声が上がったが、診療側委員は「２年程度は必
要」との考えを示している。
　一方、７対１入院基本料の算定要件である看護必
要度の基準変更については、救命救急入院料を算定
する治療室を有する病棟に加え「悪性腫瘍患者を一
般病棟に７割以上、入院させている保険医療機関」
も除外対象とすることを了承した。現行の看護必要
度ではがん患者への看護が適切に反映されない可能
性があるとして、診療側の嘉山孝正委員（国立がん
研究センター理事長）が要望していた。
（２/２MEDIFAXより）

初・再診料の在り方は別途検討／１２年度診療
報酬改定の付帯意見
　中医協は２月１日、２０１２年度診療報酬改定の答申
書に添付する付帯意見を取りまとめた。前回までの
個別改定項目（いわゆる短冊）の審議で、引き続き
検討が必要とされた議題や、次回以降の改定に向け
て継続審議が必要なテーマについて、各委員から意
見を募った。付帯意見は次回の中医協総会で大臣宛

てに提出する。
　付帯意見は１８項目に分かれている。「急性期医療の
適切な提供に向けた医療従事者の負担軽減等」の分
野では４項目を盛り込んだ。初・再診料や入院基本
料、歯科の基本診療料の在り方を検討するほか、財
政影響も含めて改定の結果を検証し、次回以降の改
定に反映させていく。「時間外対応加算」の効果検証
は、白川修二委員（健保連専務理事）の指摘を踏ま
えて盛り込んだ。嘉山孝正委員（国立がん研究セン
ター理事長）は「ドクターフィーの導入の是非」を
付帯意見に入れるよう主張した。
　このほか▽医療と介護の連携強化、在宅医療等の
充実▽質が高く効率的な医療提供体制▽患者の視点
に配慮した医療の実現▽医薬品・医療材料等の適正
な評価▽その他の調査・検証事項─などについて、
今後の検討課題を整理している。
（２/２MEDIFAXより）

「検討の場」に基本問題小委が浮上／再診料な
ど基本診療料
　中医協・診療側委員が一貫して求めてきた基本診
療料の在り方に関する検討の場について、２０１２年度
診療報酬改定に向けた議論で開催されることのなか
った中医協の「基本問題小委員会」を活用する案が
浮上している。検討会を新設することに反対してい
る支払い側の白川修二委員（健保連専務理事）は、
取材に対して「基本問題小委で検討することについ
ては、考えられるのではないか」と述べた。診療側
の安達秀樹委員（京都府医師会副会長）も「支払い
側が基本問題小委で議論に応じるということであれ
ば一歩前進ではないか」と述べ、基本問題小委を再
開させて基本診療料の議論を始めることで両者の認
識は一致している。（２/９MEDIFAXより）

時間外対応加算は５点・３点・１点／１２年度
診療報酬改定
　厚生労働省は２月１０日、２０１２年度診療報酬改定の
個別改定項目（いわゆる短冊）に具体的な点数をは
め込んで中医協総会に提示した。地域医療貢献加算
（現在３点）から名称変更する「時間外対応加算」の
点数は、加算１（２４時間常時対応）＝５点、加算２
（従来同様の準夜帯対応）＝３点、加算３（輪番制）
＝１点とした。標榜時間外の準夜帯に輪番制で対応
する場合は、施設数が３施設以内という縛りが付い
た。厚労省案が中医協総会で了承されれば、２月１０
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日中にも小宮山洋子厚生労働相に答申する。
　同一日の複数科受診は、再診料・外来診療料とも
に３４点（同一日２科目の場合）で提示した。月内の
算定回数制限はないが、３科目は算定できない。
　紹介率が低い特定機能病院などの初診料は２００点
（紹介のない場合）、外来診療料は５２点（他医療機関
へ紹介したにもかかわらず、その病院を受診した場
合）とした。点数を引き下げる代わりに、保険外併
用療養費制度（選定療養）の枠組みで患者から特別
の料金を徴収することになる。紹介率が４０％未満の
特定機能病院と、５００床以上の地域医療支援病院が対
象。ただし、逆紹介率が３０％以上の場合には対象か
ら外れる。１３年４月１日からの導入を予定している。
厚労省は「対象施設数はさほど多くない」としてい
る。
　「回復期リハビリテーション病棟入院料」は、現行
の２段階評価から３段階評価に改める。新たな点数
は入院料１＝１９１１点、入院料２＝１７６１点、入院料３
＝１６１１点。
　「亜急性期入院医療管理料」は、脳血管疾患等リハ
ビリテーション料や運動器リハビリテーション料を
算定したことが「ない」患者が対象の「管理料１」
を２０６１点とし、逆にそれらを算定したことが「ある」
場合の「管理料２」を１９１１点とした。
　「患者サポート体制充実加算」は７０点（入院初日）。
施設基準として、患者相談窓口の設置や、専任の看
護師や社会福祉士などの配置、患者サポートのマニ
ュアル作成、報告体制の整備、職員研修などの体制
整備を求める。
　院内感染防止策として導入する「感染防止対策加
算１」は４００点、「加算２」は１００点（ともに入院初
日）。大病院（加算１）と中小病院（加算２）で年４
回以上、感染防止対策の共同カンファレンスを実施
する。加算１を算定する大病院が互いの対策を評価
し合う「感染防止対策地域連携加算」は１００点（入院
初日）とした。
　診療報酬改定の財源配分で、医科４７００億円分の使
い道を見ると、医療従事者の負担軽減策に１２００億円、
医療と介護の機能分化や在宅医療の充実に１５００億
円、がんや認知症など進歩した医療技術の評価に
２０００億円を充てる。歯科は５００億円、調剤は３００億円。
（２/１０MEDIFAXより）

２０１２年度診療報酬改定を答申／中医協
　中医協は２月１０日、小宮山洋子厚生労働相に２０１２年

度診療報酬改定を答申した。中医協総会で厚生労働
省が提示した改定案を原案通り了承し、中医協の森
田朗会長から藤田一枝厚労政務官に答申書と付帯意
見を手渡した。厚労省は３月上旬に診療報酬改定を官
報告示し、留意事項や施設基準を示した通知も出す
予定。
　答申書を受け取った藤田政務官は、中医協委員に
謝辞を述べてねぎらい「２５年の将来像に向けた第一
歩目の重要な改定になる。厚労省も通知や告示の整
備を行い、制度施行に向けて万全を期していく」と
述べた。さらに「付帯意見にある施行状況のチェッ
クや残された課題も重要だ」とした。
　総会では、診療側と支払い側の代表者がそれぞれ
今回の改定を総括した。安達秀樹委員（京都府医師
会副会長）は改定率について「震災が起きた中で、
名目とはいえプラス改定を達成したことは素直に評
価したい」と述べた。ただ、改定財源が薬価引き下
げ分だけでは不十分との認識も示した。個別改定項
目では、複数科受診の見直しで２科目の再診料に点
数が付いたことを「一定程度是正された」と評価し
た。また基本問題小委員会での基本診療料の審議に
支払い側が理解を示したことを歓迎。安達氏は「議
論内容がすぐ点数に反映するというのではなく、何
を評価しているのか、積み上げたらどうなるのかと
いう基本的な考え方から協議すべき」と述べた。
　一方、白川修二委員（健保連専務理事）は「全体
的には社会保障審議会の基本方針に沿って配分でき
た」と一定の評価をした。ただ、個別改定項目では
要望も付け加えた。複数科受診については、同一疾
病の場合に算定できないなど要件の厳格運用を求
め、後日、中医協に検証結果を報告するよう求めた。
また基本診療料の検証については「外来の在り方も
含めて中医協で検討したい」と注文した。
　時間外対応加算については「有益」と評価したが、
現場で機能している診療所を評価するよう要望し、
検証の必要性を指摘した。一般名処方加算は次回改
定で後発品の普及度を見ながら制度を続けるかどう
か再検討したいとし、一般名処方の普及策も検討す
るよう厚労省に指示した。また７対１入院基本料の
算定要件見直しなどで経過措置が盛り込まれた項目
については、経過措置期間内に改善するようクギを
刺した。明細書の無料発行推進では免除措置の適用
をめぐり継続的な議論を求め、患者サポート体制充
実加算では患者の「不満」だけでなく「不安」も除
くよう機能させるべきと指摘した。
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　中医協は３月の次回会合で、１２年度改定の検証内容
の審議を始める予定だ。（２/１３MEDIFAXより）

医療提供体制 医療提供体制 
臨床研究中核病院、３月上旬にも公募開始へ
／厚労省
　厚生労働省は、日本発の革新的な医薬品・医療機
器の創出に向け、医師主導治験や質の高い臨床研究
の体制整備を強化する。３月上旬にも国際水準（Ｉ
ＣＨ－ＧＣＰ準拠）の臨床研究を行う「臨床研究中
核病院」（仮称）や、日本主導型グローバル臨床研究
拠点の公募を開始する予定。２０１２年度予算案では、
臨床研究中核病院の整備・研究事業に計３０.５億円、
日本主導型グローバル臨床研究拠点整備に３.７億円
を投入する。
　厚労省は、年度内の策定を目指して議論を進めて
いる１２年度以降の次期臨床研究・治験活性化計画（い
わゆる「ポスト５カ年計画」）の柱の一つに、日本発
の革新的な医薬品・医療機器の創出を目指し、医師
主導治験や国際水準の臨床研究の体制整備を掲げて
いる。「企業治験は一定の体制を整備できた」（厚労
省）として、今後は臨床研究に重点を置く方針で、
１２年度予算案に臨床研究中核病院や日本主導型グロ
ーバル臨床研究拠点の整備事業を盛り込んだ。現在、
各事業の実施要綱の作成などを進めている。
　臨床研究中核病院は、薬事承認申請データとして
活用できる国際水準の臨床研究を実施し、患者数が
少なく企業が開発を進めにくい小児疾患・難病等の
医師主導治験や最適な治療法を見いだすための市販
後臨床研究などの中核機能を担う拠点と位置付け
る。１２年度は５カ所を整備し、うち１カ所は東日本
大震災の被災地から選定する。医療機関の体制整備
に２５.５億円、研究費に５億円を充てる。各医療機関
の申請内容に応じて補助金の配分を決める。
　臨床研究中核病院の要件として、▽出口戦略を見
据えた適切な臨床研究計画の企画・立案▽適切で透
明性の高い倫理審査の実施▽ＩＣＨ－ＧＣＰに準拠
したデータの信頼性保証の確保▽シーズに関する知
的財産の管理・技術移転の実施▽質の高い多施設共
同臨床研究の企画・立案―などの機能を有すること
を検討中だ。国際水準の臨床研究を実施するための
人材や体制の確保など、具体的な応募要領は今後詰
める。
　一方、グローバル臨床研究は、これまでのような

欧米が企画・立案した研究の受託ではなく、日本・
アジアに特有な疾患のエビデンスの確立に向けて、
日本が主導してグローバル臨床研究を実施する体制
を構築する。１２年度は２カ所を公募し、グローバル
臨床研究のプロトコルの作成やモニタリングの実施
などを支援する。公募対象は医療機関や研究機関を
想定している。（２/１０MEDIFAXより）

介護報酬 介護報酬 
１２年度介護報酬改定案を了承
　社会保障審議会・介護給付費分科会は１月２５日、
小宮山厚労相から諮問された２０１２年度介護報酬改定
案を了承した。介護人材の確保や医療と介護の連携・
機能分担、在宅サービスの充実などを柱に、地域包
括ケアの推進を図る内容を盛り込んだ。今後、新た
に設置する「介護報酬改定検証・研究委員会」（仮
称）で１２年度改定の効果を調べる。１月２５日中に社
会保障審議会へ報告し、同審議会の大森会長から厚
労相に答申する。
◇改定の目玉である「介護職員処遇改善加算」は、
現行の処遇改善交付金と同様の算定要件を設けるほ
か、同加算分を介護職の賃金に反映させて使い切る
ことも要件とした。◇地域区分は現行の５区分から
７区分へと見直すが、「その他」区分の単価１０円は維
持。呼称を「１－６級地」と「その他」とし、上乗
せ率は１８％、１５％、１２％、１０％、６％、３％、０％
とする。◇介護３施設の基本報酬は全体的に引き下
げ。◇介護職のたん吸引は既存の加算の算定要件を
見直して評価の対象とする。◇法改正で創設した定
期巡回・随時対応サービスの基本報酬は、要介護度
別で月単位の定額報酬とする。訪問看護サービス利
用の有無で分類。◇小規模多機能型居宅介護と訪問
看護の複合型サービスも要介護度別・月単位の定額
報酬を基本とした報酬設定。◇診療報酬で評価して
いる在宅患者緊急時等カンファレンスについて、ケ
アマネジャーの参加を介護報酬で評価する加算を創
設。利用者１人につき月２回を限度に算定。◇訪問
介護は介護報酬で「退院時共同指導加算」を創設。
◇老健では「地域連携診療計画」に基づいての計画
管理病院への情報提供を評価。
（１/２６MEDIFAXより）
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処遇改善加算、「給与水準の維持」は必須では
ない／厚労省
　厚生労働省は１月２５日の社会保障審議会・介護給
付費分科会で、「介護職員処遇改善加算」の要件につ
いて「給与水準の維持」は必須ではないとの見解を
示した。当初の厚労省の提案では、加算を算定でき
る要件として前年度の給与水準を下回らないことな
どを挙げていた。事業所は処遇改善加算で得られる
分は全て賃金改善のために使い切ることが求められ
るが、経営状況によって介護職員の給与水準が下が
ったとしても加算は算定できる。
　介護職員処遇改善加算は、交付金の継続か介護報
酬内に取り込むかで揺れていた１１年の段階で、厚労
省が介護報酬内に取り込むことを想定した措置とし
て提案した。その際、算定要件として前年度の給与
水準を下回らないことなどを提案していた。
　分科会では、施設サービスの基本報酬が全体的に
引き下がり、地域区分の見直しで報酬単価が下がる
地域もあることから、前年度の賃金水準を維持でき
ない事業所が出てくる可能性があり、こうした事業
所が処遇改善加算も取れなくなれば、さらに、給与
が下がるという悪循環が発生すると懸念する声が上
がった。
　これに対し厚労省総務課の高橋和久企画官は、提
出した資料に要件として明記した「介護職員処遇改
善加算の算定額に相当する賃金改善を実施するこ
と」の解釈として「処遇改善加算相当分はそのまま
賃金改善として使わなければいけないが、事業所の
経営が厳しければ給与水準は下がる場合もあり、そ
れは現行の処遇改善交付金でも同じ」と説明し、賃
金水準ではなく処遇改善加算相当分がそのまま賃金
改善に使われることが重要と強調した。
　介護職員処遇改善加算は、介護報酬単位に介護職
が関係するサービスごとの「加算率」と地域区分ご
との「報酬単価」を乗じた額となる。事業所の収入
が少なくなれば処遇改善加算分も少なくなる仕組み
となっている。（１/２６MEDIFAXより）

集合住宅へのサービス評価や併設事業所で疑
義／介護給付費分科会
　１月２５日の社会保障審議会・介護給付費分科会で
は、サービス付き高齢者向け住宅制度に関連し、集
合住宅で利用する介護サービスの評価や、集合住宅
に併設する介護事業所の位置付けに関して、医療系
サービスとの整合性を主張する委員と普及を促した

い厚生労働省の間で議論の応酬があった。
　２０１２年度介護報酬改定案では、集合住宅へ訪問介
護サービスを提供する場合の適正な評価として１割
減算が示された。ただ、要件が「前年度利用者の月
平均が同一建物内３０人以上」となったことについて
三上裕司委員（日本医師会常任理事）が「対象数は
どれくらいか。ほとんどないのでは意味がない」と
指摘。厚労省老健局振興課の川又竹男課長は「現行
の高専賃で（試算すると）６－７％が該当」と説明
した。これに対し山田和彦委員（全国老人保健施設
協会長）が、今回の改定で同一建物の居宅療養管理
指導料が一律１割減算となる点と、診療報酬の「在
宅患者訪問診療料」では「個別の自宅（８３０点）」と
「集合住宅や施設など（２００点）」を区別している点な
どを指摘し、「医療系では不適切な運用があったから
完成系としてそうなっている。似たような事例があ
るのに、財源が厳しい改定の中で不適切な運用につ
ながるようなことが明らかなのに、要件で縛らない
というのは納得できない」と疑問を呈した。
　この点に関して川又課長は「訪問介護は今回初め
てで、居宅療養管理指導料などはこれまであったも
のをさらに進めるということ。審議報告にもあるよ
うに、集合住宅への訪問系サービスについては実態
を踏まえて、適宜、見直しが必要か検討する。訪問
介護はケアプランに基づいて訪問時間を決めるな
ど、医療系の訪問サービスとは異なる点もある」と
理解を求めた。（１/２６MEDIFAXより）

医療と介護のつなぎ目、滑らかに／１２年度介
護報酬改定
　２０１２年度介護報酬改定では、介護事業所が医療機
関と連携した場合を評価する加算の創設など、医療
と介護のつなぎ目を円滑にする方向を打ち出してい
る。
●ケアマネと医療機関の連携を評価
　診療報酬で評価している在宅患者緊急時等カンフ
ァレンスについては、ケアマネジャーの参加を介護
報酬で評価する。医療機関からの求めで在宅療養し
ている利用者宅を医療機関の職員と一緒に訪問し、
カンファレンスを行って必要に応じて居宅サービス
などの利用調整を行った場合を評価する「緊急時等
居宅カンファレンス加算」（１回２００単位）を創設。
利用者１人につき、月２回を限度に算定できる。
　ケアマネジャーが入院する利用者の情報を医療機
関に提供した場合を評価する「医療連携加算」（月１５０
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単位）については、医療機関を訪問して情報提供す
る場合を「入院時情報連携加算（Ⅰ）」（月２００単位）で、
訪問以外の方法で情報提供する場合を「入院時情報
連携加算（Ⅱ）」（月１００単位）でそれぞれ評価する体
系に再編する。
　０９年度改定で創設した「退院・退所加算」につい
ては、入院・入所期間が３０日以下の場合に「退院・
退所加算（Ⅰ）」（月４００単位）、３０日を超える場合に「退
院・退所加算（Ⅱ）」（月６００単位）としている評価を
統一して「退院・退所加算」（１回３００単位）とする。
医療機関側に対する診療報酬上の評価と併せて、患
者の入院期間中に３回まで算定可能とする。
●訪問看護は介護報酬で「退院時共同指導加算」創設
　医療機関から退院して在宅療養に移る患者が円滑
に訪問看護を受けられるよう、訪問看護ステーショ
ンと医療機関の連携も介護報酬で評価する。訪問看
護ステーションの看護師らが医療機関や介護老人保
健施設に入院・入所している人に対し、主治医らと
連携して在宅生活での必要な指導を行い、その内容
を文書で提供した場合を評価する「退院時共同指導
加算」（１回６００単位）を創設。退院・退所後の初回
の訪問看護の際、１回（特別な管理が必要な場合は
２回）に限り算定できる。現在、医療保険の訪問看
護では同様の取り組みを行った場合を評価してお
り、介護保険の場合も評価することで整合性が取れ
ることになる。
●老健では計画管理病院への情報提供を評価
　老健関係では、大腿骨頚部骨折・脳卒中に関する
「地域連携診療計画」に基づいて患者を受け入れ、計
画管理病院に文書で診療情報を提供した場合を評価
する「地域連携診療計画情報提供加算」（１回を限度
として算定、１回３００単位）を創設する。現在、２００
床未満の医療機関が同様の取り組みをした場合につ
いて診療報酬で評価していることを踏まえ、老健に
ついても介護報酬で評価する。
（１/２７MEDIFAXより）

介護施設の看取り機能強化を推進／１２年度介
護報酬改定
　２０１２年度の介護報酬改定では、介護保険施設の看
取り機能強化を推進する観点から、各施設ごとにバ
ラバラだった看取りに関する介護報酬上の評価の水
準を一定の範囲でそろえる。介護施設の看取りに関
する介護報酬の算定期間を「死亡日」「死亡前日－
前々日」「死亡４日－３０日前」に整理し、介護老人保

健施設（老健）、介護療養型老人保健施設（転換型老
健）での「ターミナルケア加算」を引き上げるほか、
介護保険の定額報酬を算定できる有料老人ホームや
軽費老人ホーム（ケアハウス）などの特定施設では、
新たに看取り介護加算が算定できるようになる。
　老健と介護療養病床では、看取りの評価が「死亡
１５日－３０日前（２００単位／日）」「死亡日－死亡１４日前
（３１５単位／日）」で同じだったが、老健での評価を
「死亡日＝１６５０単位／日」「死亡前日－前々日＝８２０単
位／日」「死亡４日－３０日前＝１６０単位／日」とし、
転換型老健では「死亡日＝１７００単位／日」「死亡前日
－前々日＝８５０単位／日」をわずかに高く設定し、「死
亡４日－３０日前＝１６０単位／日」はそろえた。
　認知症対応型共同生活介護（グループホーム）で
一律「８０単位／日」だった看取り介護加算について
は、看取りの体制として近隣の病院、診療所、訪問
看護ステーションの看護師と連携することを規定に
追加した上で「死亡日＝１２８０単位／日」「死亡前日－
前々日＝６８０単位／日」「死亡４日－３０日前＝８０単位
／日」とする。
　看取り介護加算の算定ができなかった特定施設で
は、看取り対応マニュアルの整備などが要件の「夜
間看護体制加算」の算定を条件に、グループホーム
と同じ看取り介護加算の算定を可能にする。
　訪問看護ではターミナルケア加算の規定を緩和す
る。ターミナルケア実施の規定を、現行の「死亡日
前１４日以内に２回以上」から「死亡日及び死亡日前
１４日以内に２日以上」へ見直す。介護報酬「２０００単
位／死亡月」は変更しない。１２年度から創設する２４
時間型サービスと複合型サービスの看取り評価は訪
問看護とそろえる。
●認知症に対応する安全確保体制の強化を推進
　１２年度改定では、認知症に対応するための体制強
化を推進する観点から、特養、老健、介護療養病床
の介護３施設が算定できる加算を新たに設けるほ
か、職員配置体制の強化も評価する。
　介護３施設では「認知症行動・心理症状緊急対応
加算（２００単位／日）」を新設。ＢＰＳＤ（行動・心
理症状）があり、在宅での生活が困難で、緊急的に
施設で対応する必要があると医師が判断した場合、
入所した日から起算して７日を限度に算定できる。
　グループホームでは夜間の安全確保体制の強化を
促進。「夜間ケア加算」の要件を、夜間および深夜帯
の介護職員として専従１人と、常勤換算１人以上の
配置に変更し、１ユニットの場合「５０単位／日」、２
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ユニット以上は「２５単位／日」とする。重度の要介
護利用者の受け入れを促進する観点から、要介護１
－２の報酬を引き下げる。（１/２７MEDIFAXより）

１２年度障害福祉サービス報酬改定まとまる／
「処遇改善加算」新設など
　厚生労働省の「障害福祉サービス等報酬改定検討
チーム」（主査＝津田弥太郎厚生労働政務官）は１月
３１日、２０１２年度障害福祉サービス等報酬改定を取り
まとめた。引き続き福祉・介護職員の処遇改善を図
るため報酬の中で「処遇改善加算（仮称）」を創設す
る。これまでの交付金申請率が低いことを踏まえて
要件を緩和した「処遇改善特別加算（仮称）」も創設
した。今後、パブリックコメントを募集し、関係告
示などは３月上旬から中旬にかけて発出する見通し
だ。
　処遇改善加算は総単位数にサービス別加算率を乗
じた単位数を加算する。サービス別加算率は▽行動
援護（１０.３％）▽共同生活介護（３.０％）▽生活訓練
（２.３％）▽就労移行支援（２.７％）―などとなる。算
定要件は交付金と基本的に同様で加算額相当の賃金
改善を実施していることのほか、キャリアパス要件
と定量的要件となる。交付金申請率が低いことを踏
まえ、併せて新設した処遇改善特別加算では、従業
員の処遇改善が図られていることを要件として、キ
ャリアパス要件・定量的要件を問わない。サービス
別加算率は▽行動援護（３.４％）▽共同生活介護
（１.０％）▽生活訓練（０.８％）▽就労移行支援（０.９％）
―となる。
●地域区分見直し、激変緩和で経過措置
　現在５区分の地域区分について、今回の改定では
国家公務員の地域手当の地域区分（７区分）を採用
することとした。市町村の区域については直近の市
町村合併を反映させる。また、上乗せ割合が変動す
る地域は、激変緩和のための経過措置を設ける。１２
年度から毎年度段階的に上乗せ割合の引き上げ・引
き下げを行い、１５年度から完全施行する。
●食事提供体制加算、１５年３月末まで延長
　低所得の利用者の食費負担が原材料費相当のみと
なるように、１２年３月３１日まで時限措置として食事
提供体制加算が設けられているが、加算の取得実態
から、加算の適用を１５年３月３１日まで延長すること
とした。また、宿泊型自立訓練の食事提供体制加算
を、短期入所などと同水準に引き上げ、６８単位／日
とする。（２/１MEDIFAXより）

地域移行・定着支援で加算創設／障害福祉サ
ービス等報酬改定
　２０１２年度障害福祉サービス等報酬改定では、地域
移行支援・地域定着支援について毎月定額で算定す
る報酬を新設する。退院・退所月や「月に６日以上
の支援」など特に支援を実施した場合は加算で評価
する。
　地域移行支援では「地域移行支援サービス費」（仮
称）を新設。２３００単位／月を算定できる。要件は、
利用者への訪問による支援を少なくとも月に２回以
上行うこと。「退院・退所月加算」（仮称）は特に業
務量が集中する退院・退所月に２７００単位／月を加算
する。「集中支援加算」（仮称）では、退院・退所月
以外で月に６日以上利用者を訪問し支援を実施した
場合、５００単位／月を加算する。
　相談支援事業者などの委託で、障害福祉サービス
事業の体験利用を行った場合は、開始日から３カ月
以内かつ１５日以内に限り「障害福祉サービス事業の
体験利用加算」（仮称）を算定できる。３００単位／日。
一人暮らしに向けた体験宿泊を行った場合は開始日
から３カ月以内かつ１５日以内に限り「体験宿泊加算
１」（仮称）を３００単位／日、夜間支援を行う人員を
配置しての体験宿泊では「体験宿泊加算２」（仮称）で
７００単位／日の加算となる。
　地域定着支援では、常時の連絡体制確保のために
「地域定着支援サービス費（体制確保分）」（仮称）と
して３００単位／月を、緊急時に居宅への訪問や相談支
援事業所で滞在型支援を行った場合は「地域定着支
援サービス費（緊急時支援分）」（仮称）として７００単
位／日を算定できる。
●グループホームとケアホーム、夜間支援体制を評価
　グループホームでの現行の夜間防災体制加算は
「夜間防災・緊急時支援体制加算１」に名称を変更。そ
の上で、夜間の利用者の緊急事態に対応するための
連絡・支援体制が適切に確保されている場合の評価
として「夜間防災・緊急時支援体制加算２」を新設。
１０単位／日。同加算の１、２は併算定できる。
　ケアホームでは、現行の夜間支援体制加算を「夜
間支援体制加算１」とした上で、夜間の連絡・支援
体制が適切に確保されている場合を評価するため
「夜間支援体制加算２」を新設。１０単位／日。同加算
の１、２はどちらも夜間の連絡・支援体制を評価し
ているため併算定できない。
●生活訓練で看護師の配置を評価
　自立訓練（生活訓練）では、健康上の管理の必要
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がある利用者に対応するために看護職員を配置して
いる事業所を評価。「看護職員配置加算１」（仮称）
を新設し、１８単位／日算定できるとした。短期滞在
加算は利用実態を踏まえた上で、廃止となった。
（２/１MEDIFAXより）

予防接種 予防接種 
インフルと接種事業３ワクチン「重大な懸念
なし」
　厚労省の「薬事・食品衛生審議会医薬品等安全対
策部会安全対策調査会」「インフルエンザ予防接種後
副反応検討会」「子宮頸がん等ワクチン予防接種後副
反応検討会」は１６費、合同で会議を開き、インフル
エンザワクチン、子宮頸がん予防ワクチン、ヒブワ
クチン、小児用肺炎球菌ワクチンの安全性について、
新たに報告された死亡症例や重篤な副反応を検討し
た結果、「重大な懸念は認められない」との見解で一
致した。（１/１７MEDIFAXより）

ロタワクチン接種助成、名古屋が政令市初
　名古屋市は１月１６日までに、ロタウイルス胃腸炎
を予防するワクチン接種について、２０１２年度から１
回につき１万数千円の接種費用の半額を助成する方
針を固めた。栃木県大田原市で既に助成が始まって
いるが、政令市では初めて。（１/１７MEDIFAXより）

新型インフル法案で罰則も
　政府は１月１７日、「新型インフルエンザ及び鳥イン
フルエンザ等に関する関係省庁対策会議を開き、法
制度のたたき台をまとめた。通常国会への提出を目
指す。たたき台によると、新型インフルエンザ流行
時には政府が区域や期間を定めて緊急事態を宣言。
区域は都道府県を最小単位とし、知事は緊急措置と
して、医療関係者や先行的予防接種や医療従事の要
請・指示をする。不要不急の外出の自粛を要請した
り、集会中止の要請や指示を行うことも盛り込んだ。
指示に従わなかった場合の対応として罰則を設ける
ことも検討している。（１/１８MEDIFAXより）

ヒブや肺炎球菌など７疾病の２分類を了承
　厚労省の厚生科学審議会・感染症分科会予防接種
部会は１月２７日、ヒブや肺炎球菌など定期接種化が
検討されている７疾病の分類について、ヒブ、肺炎
球菌（小児）、水痘、おたふくかぜを「１類疾病」、

子宮頸がん予防、Ｂ型肺炎、肺炎球菌（成人）を
「２類疾病」とする厚労省案を了承。１類は「①集団
予防効果の高い疾病②致死率が高く社会的損失の重
大な疾病」、２類は「個人の発病・重症化の防止」と
定義。（１/３０MEDIFAXより）

ロタウイルスワクチン、専門的な評価を開始
／厚労省
　厚生労働省は、２０１１年７月と１２年１月にロタウイ
ルスワクチンが新たに製造販売承認されたことを受
けて、ロタウイルスワクチンの専門的な評価を開始
することを決めた。１月２７日の厚生科学審議会・感
染症分科会予防接種部会（部会長＝加藤達夫・国立
成育医療研究センター総長）で報告し、了承された。
　今後は、国立感染症研究所を中心にファクトシー
トを作成し、予防接種部会に提出。提出後は「ワク
チン評価に関する小委員会」の下に専門家作業チー
ムを設置し、ロタウイルスワクチンを予防接種法の
対象とするか検討する。
　ＷＨＯは０９年６月からロタウイルスワクチンの導
入を推奨している。（１/３０MEDIFAXより）

神奈川の不活化ポリオ接種「生ワクチン接種
が適当」／政府答弁書
　政府は２月３日、現在、神奈川県と神奈川県立病
院機構が実施している不活化ポリオワクチン接種に
ついて「国内で品質、有効性、安全性が確認できて
いないポリオワクチンを医師の責任で接種するも
の」とした上で「現時点では、承認を受けた生ポリ
オワクチンの接種が適当であると認識している」と
する答弁書を閣議決定した。馳浩衆院議員（自民）
の質問に答えた。
　不活化ポリオワクチンの導入時期については「可
能な限り２０１２年秋のポリオワクチンの接種に不活化
ポリオワクチンなどを導入できるよう努めたい」と
している。（２/６MEDIFAXより）

１１年度４次補正予算が成立／３ワクチンの助
成を継続
　総額２兆５３４５億円の２０１１年度第４次補正予算案は
２月８日、参院本会議で民主、自民、公明各党など
の賛成多数で可決、成立した。子宮頸がんなど３ワ
クチンの接種に対する公費助成は１２年度末まで延び
る。７０－７４歳の医療費の窓口負担も、１２年度は１割
のままとなる。１１年度一般会計予算は、当初から４
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次まで合わせて計１０７兆５１０５億円となった。
　４次補正予算では、子宮頸がん・Ｈｉｂ（インフ
ルエンザ菌ｂ型）・小児用肺炎球菌ワクチンに関する
公費助成に５２６億円、７０－７４歳の医療費窓口負担の１
割維持に２７１９億円を積んだ。ほかに、妊婦健康診査
支援基金の１２年度末までの延長に１８１億円、障害者自
立支援対策臨時特例基金の１２年度末までの延長等に
１５２億円を計上した。（２/７MEDIFAXより）

がん対策 がん対策 
喫煙率目標値、２０２２年度までに１２.２％／がん
対策基本計画素案に明記
　厚生労働省のがん対策推進協議会は２月１日、次
期がん対策推進基本計画に「成人喫煙率の低下」や
「受動喫煙の防止」など、たばこに関する数値目標を
盛り込むことを了承した。成人喫煙率は、２０１０年の
１９.５％から２２年度までに１２.２％とすることを目指す。
　受動喫煙の防止では、行政機関・医療機関、職場、
家庭・飲食店でそれぞれ目標値を設定。行政機関・
医療機関は２２年度までに受動喫煙の機会がある人の
割合を０％に、職場では１０年に閣議決定された新成
長戦略を踏まえて２０年までに受動喫煙のない職場の
実現を目指す。（１/２４MEDIFAXより）

成人喫煙率１９.５％は過去最低／１０年国民健
康・栄養調査
　２０１０年の成人喫煙率は１９.５％で２０％を割り、過去
最低となったことが１月３１日、厚生労働省が発表し
た１０年の国民健康・栄養調査で分かった。一方、た
ばこをやめたいと思う人の割合は増加した。
　調査によると、習慣的に喫煙している人の割合は
男性３２.２％（前年３８.２％）、女性８.４％（同１０.９％）で
前年に比べて男女とも減少した。全体では１９.５％（同
２３.４％）で、初めて２０％を下回った。
　喫煙者のうち、たばこをやめたいと思うと回答し
た人の割合は、男性は３５.９％（同３１.７％）、女性は
４３.６％（同４１.６％）で、全体では前年の３４.２％から
３７.６％に増加した。
　受動喫煙の状況では、受動喫煙の影響を「ほぼ毎
日受けた」と回答した人の割合が０３年と比較して、
家庭、職場、飲食店、遊戯場の全ての場で減少した。
　厚労省は、１０年の国民健康・栄養調査を基に成人
喫煙率と禁煙希望者の割合から喫煙率低下の数値目
標を算出し、次期国民健康づくり運動プランや見直

しを進めているがん対策推進基本計画に盛り込みた
い考えだ。２月１日のがん対策推進協議会で数値目
標を提示する。（２/１MEDIFAXより）

高齢者 高齢者 
後期高齢者医療の保険料上限引き上げの政令
案を決定
　政府は１月１７日の閣議で、後期高齢者医療の保険
料の年間上限額を現行の５０万円から５５万円に引き上
げる「高齢者の医療の確保に関する法律施行令の一
部を改正する政令案」を閣議決定した。施行期日は
４月１日。制度加入者は１０年度時点で約１４００万人で、
上限額が引き上がると約２０万人に影響が出る見通
し。（１/１８MEDIFAXより）

高齢社会対策大綱の見直しへ報告書素案
　高齢社会対策大綱の見直しに向けて議論している
内閣府「高齢社会対策の基本的在り方等に関する検
討会」は１月１２日、報告書の取りまとめに向けた議
論に入った。２月中の取りまとめをめざす。事務局
が示した素案には「６５歳以上を一律に『高齢者』と
捉え、支えが必要であるとする考え方や社会の在り
様は、（中略）実態から乖離」と指摘。社会保障制度
については「全世代を通じた安心の確保を図り、国
民一人一人の安心感を高めていくことが重要」とし
た。（１/１３MEDIFAXより）

専門医 専門医 
専門医検討会で「総合医」意見分かれる
　厚労省の「専門医の在り方に関する検討会」は１
月１１日、「総合的な診療を行う医師」の育成のあり方
について議論を開始。新たな専門医制度の中の「基
本領域専門医」として「総合医」を位置付けること
に日医が反対の姿勢を示すなど、委員間で意見が分
かれたほか、呼称についても「総合医」「病院総合
医」「総合診療医」「かかりつけ医」「家庭医」など複
数飛び出した。（１/１２MEDIFAXより）

若手大学勤務医の処遇改善に年４００万円補助
　文部科学省は２０１２年度から教育・研究の活性化と
併せて地域・へき地医療を担う医師を確保するため、
医学部・大学病院の若手医師の処遇を改善する事業
を開始する。若手医師の雇用経費として１人当たり
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年間４００万円を補助し、給与に充てることで若手医師
の処遇改善を図る。１２年度予算案では事業予定額を
９億円とし、２２８人分を確保する。
（１/１７MEDIFAXより）

医療保険 医療保険 
保険料率、平均１０.００％で大臣認可／協会けんぽ
　全国健康保険協会は２月９日、４月納付分から適
用となる全国平均１０.００％の保険料率について、２月
９日付で小宮山洋子厚生労働大臣の認可を受けたと
発表した。都道府県別の保険料率は最低が９.８５％（長
野県）、最高が１０.１６％（佐賀県）。全国平均は前年度
比０.５０ポイント増の１０.００％で、初の１０％台となった。
４０－６４歳の加入者に対する介護保険料も、現行の
１.５１％から１.５５％に上がる。
　協会けんぽは「保険者として自ら実行できる対策
に最大限努めるとともに、国庫補助率の引き上げお
よび高齢者医療制度の見直しを含めた抜本的な対策
を実施していただくよう、国などに対し、引き続き
強く要請する」としている。（２/１０MEDIFAXより）

国 保 国　保 
国保財政の都道府県単位化、地方側が了承
　厚労省は１月２４日、「国保制度の基盤強化に関する
国と地方の協議」を開き、市町村国保財政の都道府
県単位化や基盤強化策について地方側の了承を得
た。厚労省は国保法改正案を予算関連法案として２
月上旬に通常国会に提出予定で、３月までの成立を
目指す。
　市町村国保では現在、レセプト１件で８０万円超の
医療費は「高額医療費共同事業」、８０万円以下で３０万
円超の医療費は「保険財政共同安定化事業」として
都道府県内の全市町村で共同負担。この２つの事業
を２０１５年度から恒久化するとともに３０万円以下の医
療費も対象とすることになった。市町村国保でレセ
プト１件３０万円未満の総額は５兆８８００億円（６０.２％）
で、医療費の６割を全市町村で新たに共同負担する
ことになる。
　低所得者への保険料軽減措置の拡充は、応益割保
険料の２割軽減（３人世帯で給与収入２２３万円以下）
を２６６万円に、５割軽減（３人世帯で１４７万円以下）
を１７８万円以下に。５割軽減は２人世帯以上に限られ
ているが、単身世帯も対象に含める。同時に軽減対

象者数に応じて保険者を財政支援する保険者支援制
度を恒久措置に変え、拡充する方針。厚労省はこれ
らの対応で約４００万人の保険料負担が減るとみてい
る。２割軽減の対象拡大＝２００億円、５割軽減の対象
拡大＝３００億円、保険者支援制度の拡充＝１７００億円、
計２２００億円の必要財源と見込む。
（１/２５MEDIFAXより）

国保法改正案を閣議決定／政府
　政府は２月３日、国民健康保険法の一部を改正す
る法律案を閣議決定した。
　同改正案は国保制度の安定的な運営を確保するの
が目的。主な柱は▽２０１３年度までの暫定的な措置と
して取り組む市町村国保の財政基盤強化策を延長
し、１５年４月から恒久化させる▽同月から都道府県
単位の共同事業の対象を全てのレセプトに広げ、実
質的に保険者財政運営の都道府県単位化を図る▽都
道府県による財政調整機能を強化する。
（２/６MEDIFAXより）

市町村国保、厳しい財政状況続く／厚労省１０
年度分公表
　厚生労働省は２月３日、２０１０年度の市町村国保と
後期高齢者医療制度の財政状況（速報）を公表した。
市町村国保では収入１３兆１２５３億円（前年度比１.７％
増）に対し、支出が１２兆９９００億円（同１.４％増）。決
算補填のための一般会計繰入金を除いた収支は３９００
億円の赤字で、赤字額は前年から６５０億円増加した。
厚労省保険局国民健康保険課は「依然として厳しい
財政状況が続いている」としている。
　市町村国保の保険料（税）収入は２兆９８５１億円で
前年度から２.１％減少しており「所得の減少に伴う調
停額の減少が主な要因と考えられる」（厚労省保険局
国民健康保険課）という。国庫支出金は３兆３１８２億
円（同２.８％増）、前期高齢者交付金は２兆７１３１億円
（同１.７％増）、都道府県支出金は８７１６億円（同５.４％）。
一般会計繰入金については、法定分で４３３０億円（同
７.０％増）、法定外分で３９７９億円（同１０.５％増）だっ
た。
　支出については、医療保険給付費が８兆８２５８億円
で前年度から３.２％増加した一方、後期高齢者支援金
は８.０％減の１兆４５１３億円だった。介護納付金は６２６８
億円（同６.２％増）だった。
　保険料（税）収納率は、全国平均で前年度から０.５９
ポイント増加し８８.６％。後期高齢者医療制度創設以
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降、初めて上昇に転じた。収納率の上昇について、
厚労省保険局国民健康保険課は「保険料（税）減免
措置の拡大や景気が比較的安定したことにより、納
付しやすい環境が整ったことなどが要因と考えられ
る」と分析している。
●後期高齢者「財政は安定運営」
　１０年度の後期高齢者医療広域連合の財政状況につ
いては、収入合計が１２兆２４２１億円、支出合計が１２兆
１１２７億円。実質的な単年度収支は９５億円の赤字だが、
前年度までの余剰金などで１２９３億円の黒字となっ
た。厚労省保険局高齢者医療課は「財政は安定的に
運営」としている。
　保険給付費は１１兆７３４０億円で、前年度から６.３％増
加。被保険者数については１０年度末時点で１４３４万人
（同３.２％増）だった。
　保険料の収納率は全国平均で９９.１％。うち、年金
から支払う特別徴収分を除いた普通徴収分について
は９７.７２％だった。（２/６MEDIFAXより）

国保連経由の支払い早期化、３月請求分から
／厚労省
　国保連を介した電子レセプトの診療報酬支払い早
期化は、２０１２年３月請求分から始まることで確定的
となった。厚生労働省保険局総務課保険システム高
度化推進室が、２月６日の「全国高齢者医療・国民
健康保険主管課（部）長及び後期高齢者医療広域連
合事務局長会議」で説明した。
　現在、国保連を介した電子レセプトの診療報酬に
ついては、医療機関などが診療月の翌月１０日に請求
し、請求月の翌月２５日以降に支払われることが多い。
１２年３月請求分からは、原則として支払いを請求月
の翌月２０日に早める。
　出産育児一時金についても、診療報酬と合わせて
支払いを早期化する。各月２５日請求の正常分娩分（早
期化分）と、各月１０日請求の異常分娩分の支払いを
２０日に早める。異常分娩分については、請求方法が
電子・紙いずれの場合も支払いを早期化する。
（２/７MEDIFAXより）

審 査 審　査 
基金が審査手数料を８３.５円に減額
　社会保険診療報酬支払基金は１２月２６日、２０１２年度
における全レセプトの平均手数料を８３.５円／件に引
き下げることを公表。医科・歯科のオンライン請求

分が９９.４円／件、調剤が４９.６０円／件などとなる。そ
の上で全レセプトの平均手数料を８３.５円／件（１１年
度８５.５円／件、２.３％減）と設定する。これは、ピー
ク時の０７年度決算の１０７.８８円／件の２２.６％減、１９８６年
度決算時の８２.６９円／件と同程度の水準。

薬局の処方変更で適応外「査定は困難」／支
払基金、厚労省通知受け
　社会保険診療報酬支払基金は１月３０日、先発品と
効能効果の違う後発品への変更調剤の査定処理につ
いて、厚生労働省保険局長から１月１７日付で通知を
受け取ったことを公表した。厚労省通知（保発０１１７
第１号）では「先発医薬品と効能効果に違いがある
後発医薬品について、一律に査定を行うことは、後
発品医薬品への変更調剤が進まなくなること、また、
それに伴い、医療費が増える可能性があること等を
保険者に説明し、影響を理解してもらうよう努めて
いただきたい」とし、支払基金はこれを受け、１月
３０日の会見で「現時点では基金による査定処理は困
難」との見解を示した。（１/３１MEDIFAXより）

震 災 震　災 
首相、子供の医療費無料化検討／福島復興再
生協議会
　野田佳彦首相は１月８日、福島市内で開かれた「原
子力災害からの福島復興再生協議会」に初めて出席
し、東京電力福島第１原発事故による放射性物質で
汚染された土壌などを保管する中間貯蔵施設を同県
双葉郡内に建設する政府方針について協力を要請し
た。これに対し佐藤雄平福島県知事は、首相が２０１１
年、原発事故の収束を宣言したことに言及し「福島
県民や避難している皆さんからすると感覚は相当違
う。あくまでも避難者の帰還が収束だ」と強い不快
感を表明した。
　一方、佐藤知事は「復興を担う青少年の健康が大
事だ」として、１８歳以下の県民の医療費無料化を要
請。首相は記者団に「大変重要な課題と受け止めた」
と述べ、前向きに検討する意向を示した。
　協議会には平野達男復興対策担当相や細野豪志環
境相、関係市町村長も出席。政府側は通常国会に提
出する「福島復興再生特別措置法案」に関し、国が
避難解除区域の復興計画を作って自治体の公共事業
を代行するほか、福島県が定める産業復興推進計画
に基づいて規制緩和などの支援策を用意すると説明
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した。
　協議会に先立ち、首相は佐藤知事と福島県庁で会
談。収束宣言をめぐり「原発事故との戦いが終わっ
たわけではない。さまざまな課題から逃げることな
く、国が最後の最後まで責任を持って取り組む覚悟
だ」と釈明した。
　首相は１１年１２月１６日、第１原発が冷温停止状態に
達したとして「事故そのものが収束に至った」と宣
言。細野氏が１２月２８日、佐藤知事に中間貯蔵施設の
受け入れを要請した。しかし与野党内や専門家から
「収束宣言は時期尚早」といった批判が噴出。福島県
議会は宣言撤回を求める意見書を全会一致で可決し
た。
　中間貯蔵施設の受け入れをめぐっては、双葉郡８
町村の首長の見解が割れており、調整役の佐藤知事
は結論を急がず慎重に検討する考えを示している。
（１/１１MEDIFAXより）

国保・後期高齢者の負担免除を延長
　東日本大震災の被災者に対する医療費一部負担金
と保険料の免除措置が２０１２年２－３月に期限切れを
迎えることを受け、政府は国保と後期高齢者医療制
度での免除措置を延長する方針を決めた。一方、被
用者保険については、福島県の警戒区域で一部負担
金免除を延長するものの、それ以外の地域や保険料
負担については免除措置を打ち切る。保険局が近く
通知を出す予定。（１/２０MEDIFAXより）

保険の種類に限らず負担免除延長を要望
　東北６県の保険医協会でつくる東北保険医団体連
絡会は１月２０日、東北選出の衆参国会議員との懇談
会で、国保か被用者保険かなど保険の種類に関係な
く東日本大震災被災者の医療費一部負担金免除期限
を延長することなどを求めた。要望をまとめた要望
書は１月２０日付で野田首相や小宮山厚生労働相らに
提出した。（１/２３MEDIFAXより）

訪看ＳＴ一人開業で全国１例目
　福島市は１月２３日付で被災地特例の基準該当サー
ビスとして認められている訪問看護ステーションの
一人開業の事業所を登録した。介護保険制度による
サービス提供が可能となるのは２月１日から。厚労
省によると全国１例目となる。
（１/２７MEDIFAXより）

医療費無料化を明記／公明が福島特別立法
　公明党は１月２４日、東京電力福島第１原発事故災
害からの復興に向けた「福島特別立法」の素案をま
とめた。政府が見送る方向で調整している１８歳以下
の医療費無償化を明記した。
　政府が２月に提出予定の「福島復興再生特別措置
法案」に盛り込むよう提言し、政府が応じない場合
は議員立法を検討する。
　除染に伴う廃棄物処理を促進するため中間貯蔵施
設の３年以内の設置を盛り込み、その場合最終処分
場としないことも規定する。（１/２６MEDIFAXより）

復興特区を初認定へ／平野担当相が表明
　平野達男復興対策担当相は２月７日午前の記者会
見で、東日本大震災の被災地限定の復興特区として
宮城県が申請している「民間投資促進特区」と岩手
県の「保健・医療・福祉特区」の創設を、２月９日
にも認定する方針を明らかにした。復興特区の第１
号になる。
　このほか青森県が「生業（なりわい）づくり復興特
区」、岩手県が２件目となる「産業再生特区」の創設
を申請しており、平野氏は認定を急ぐ考えを示した。
　宮城県の民間投資促進特区は、県内３４市町村にも
のづくり関連産業の集積区域を設け、新規立地や再
建を目指す企業に優遇税制を適用する内容で、１月
２７日に創設を申請した。岩手県の保健・医療・福祉
特区は、被災地の医療体制を改善するため、病院の
医師や看護師らの配置基準を緩和することなどが柱
で、１月３１日に申請した。復興対策本部は、いずれ
も申請内容をそのまま認める方針。
　復興特区法によると、認定の可否は申請から３カ
月以内に決めることになっている。認定作業を前倒
しした理由について平野氏は「地元は特区に期待し、
急いで内容を詰めたと聞いている。その思いをしっ
かり受け止めなければと考えた」と述べた。
（２/８MEDIFAXより）

京 都 京　都 
京都市長選で門川氏再選
　２月５日に投開票された京都市長選は、現職の門
川大作氏＝民主、自民、公明、みんな、社民京都府
連推薦＝が中村和雄氏＝共産推薦＝を破り再選を果
した。投票率は３６.７７％、票数は門川氏２２万１７６５、中
村氏１８万９９７１。
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京都府が１２年度当初予算案発表
　京都府は２月７日、２０１２年度当初予算案の概要を
発表した。一般会計８９４５億４９００万円（前年度当初比
０.８％増）、１０特別会計と４公営企業会計を合わせた
総額１兆１６１９億４６００万円となる。京都式地域包括ケ
ア推進に４４億３２００万円、子育て支援医療助成制度の
通院対象を小学６年まで拡大することなどを盛り込
んだ。２月定例府議会に提案。

その他 その他 
難病対策、法制化視野に具体的検討を開始／
厚科審・対策委
　厚生労働省の厚生科学審議会・疾病対策部会難病
対策委員会（委員長＝金澤一郎・国際医療福祉大大
学院院長）は１月１７日、２０１１年１２月の「中間的整理」
を受けて、今後、法制化を視野に入れつつ「研究の
推進」「医療体制の整備」「在宅看護・介護」などの
柱に沿って具体的な検討を進めていくことで一致し
た。技術的な検討については、健康局長の私的懇談
会としてワーキンググループ（ＷＧ）を設置する。
　外山千也健康局長は会合の冒頭に挨拶し「１２月に
中間的整理を頂き、省として１２年度予算案で特定疾
患治療研究事業を増額したほか、年少扶養控除の廃
止分を医療費助成の地方超過負担の財源として活用
した」と述べた上で、年少扶養控除の廃止に伴う２６９
億円の活用で暫定的対応ではあるものの１２年度の地
方超過負担が９２.１％改善される見込みであるとし
た。１３年度以降の地方超過負担の解消措置について
は「社会保障・税一体改革の素案にも盛り込まれて
いる。今後、方法を検討していく」とした。
（１/１８MEDIFAXより）

遺体用いた外科手術研修、実施に前向き／医
学部長病院長会議
　全国医学部長病院長会議の「ご遺体を用いたサー
ジカルトレーニングのあり方ワーキンググループ
（ＷＧ）」の福島統座長は１月１９日の定例会見で、厚
生労働省研究班がまとめた「臨床医学の教育研究に
おける死体解剖のガイドライン案」（ＧＬ案）に、５
項目を追記することが同会議の理事会で承認された
とし、「現行法下で技能修練を各大学が実施できるよ
う進めていきたい」と述べた。
　遺体を用いたサージカルトレーニングについては
厚生労働科学研究費補助金「サージカルトレーニン

グのあり方に関する研究」（研究代表者＝近藤哲氏、
七戸俊明氏）が２０１０年度総括研究報告書の中でＧＬ
案をまとめている。
　福島座長はＷＧとしてＧＬ案を「強く支持する」
とした上で、▽技能修練実施に当たって大学は倫理
委員会が承認した実施計画を全国医学部長病院長会
議に報告し、大学ホームページで公表▽経費の公表
▽成果の公表▽大学以外に所属する医師・歯科医師
にも技能修練の機会を提供▽大学内に実施組織を組
織し、解剖学講座に負担がかかり過ぎないようにす
る―の５項目を同ＷＧとして追加するとした。
（１/２０MEDIFAXより）

日医、公益社団移行へ新定款ほぼ固まる
　日医の定款・諸規定改定検討委員会は１月１７日、
新公益法人制度に対応した定款・諸規定の変更案を
原中会長に答申。日医は答申を基に最終案を取りま
とめ、２０１２年１０月の臨時代議員会に議題を上程する
予定。１３年４月１日の移行登記を目指す。
（１/２３MEDIFAXより）

再生戦略策定へ、２月に医療分野を議論／国
家戦略会議
　政府の国家戦略会議（議長＝野田佳彦首相）は１
月２５日、日本再生戦略の策定に向けた今後の進め方
を確認した。毎月１－２回程度の会合を開くが、そ
れに先立ち民間議員による会合を開いて政策課題を
整理する。その結果を踏まえて戦略会議を開き、関
係大臣の下で議論。２月は「新産業・新市場の創出」
がテーマで、創薬や医療機器開発など医療分野での
産業創出戦略を俎上に載せる。日本再生戦略は６月
をめどに策定する。
　日本再生戦略は、２０１１年１２月２４日に閣議決定され
た「日本再生の基本戦略」をさらに具体化したもの
で、基本戦略には、東北メディカル・メガバンク計
画や、革新的な医薬品・医療機器の開発推進などの
施策が盛り込まれている。
　２月の新産業・新市場の創出で取り上げる政策課
題については、戦略会議に先立つ民間議員の会合で、
より具体的に絞り込む方針。（１/２６MEDIFAXより）

日本癌治療学会、「コメディカル」の使用を原
則自粛
　日本癌治療学会は、同学会の発表や学会関連出版
物での「コメディカル」の用語の使用を原則自粛す
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る方針を発表した。発表では「薬剤師、看護師、検
査技師、放射線技師などといった医療専門職の名称
を積極的に使用することが望まれる」としている。
（１/２７MEDIFAXより）

治療撤退の選択考慮も／終末期医療で学会見解
　日本老年医学会は１月３１日、近い将来に死が避け
られない重い障害を抱えた高齢者の終末期医療に関
して、栄養を管で送り込む「胃ろう」や人工呼吸器
装着などの治療行為について「撤退も選択肢として
考慮すべきだ」とする見解を公表した。同学会は治
療の進め方などを定めた医療従事者向けのガイドラ
インを作成する。（２/２MEDIFAXより）

３年ごとの同時改定、野田首相「厚労省で検
討を」
　野田佳彦首相は２月６日の参院予算委員会で、診
療報酬改定を３年に１度に変えて常に介護報酬との
同時改定にすることについて「よく厚生労働省内で
検討していただきたい」と述べた。小宮山厚労相は
同時改定のメリットとして、医療機関や支払機関の
システム改修の負担が減ることを挙げた。一方、デ
メリットとして、市場実勢価格を踏まえた薬価の改
定が従来より１年遅れると説明した。質問に立った
民主党の梅村聡氏は、３年に１度の同時改定の実現
で「医療と介護の連携はより緊密にできるのではな
いか」と語った。（２/７MEDIFAXより）

障害者支援、難病患者を給付対象に追加／厚
労省が新法骨子案
　政府が今国会への提出を予定している「障害者自
立支援法等の一部を改正する法律案（仮称）」につい
て、厚生労働省は２月７日、民主党厚生労働部門会
議障がい者ワーキングチーム（ＷＴ、中根康浩座長）
に骨子案概要を示した。新たに難病患者をサービス
給付の対象に加えるほか、施行から５年をめどに障
害程度区分や就労支援を見直すことや、共同生活介
護（ケアホーム）と共同生活援助（グループホーム）
の一元化などを盛り込んだ。
　改正案はいわゆる「制度の谷間」の解消に向けて、
難病患者を新たに障害者の範囲に追加する。想定さ
れる対象について、ＷＴのこれまでの議論では難治
性疾患克服研究事業の対象１３０疾患と関節リウマチ
が挙がっている。
　このほか、障害程度区分と就労支援の在り方は施

行後５年をめどに検討を行い、必要な措置を講じる
規定を設ける。地域移行への対応では、共同生活を
行う住居で柔軟なケアを実現させるためにケアホー
ムとグループホームを一元化する。
　障がい者制度改革推進会議・総合福祉部会が骨格
提言で示した利用者負担の原則無料は、２０１０年４月
から低所得者の利用が無料であることや、無料でサ
ービスを利用している人の割合が１１年１０月時点で
８５.５％に上ることなどを挙げ、「共通番号制度におけ
る利用者負担の合算の議論を踏まえた検討が必要」
として検討課題にとどめた。
●新たな理念と名称見直しで、自立支援法を事実上
廃止へ

　民主党は０９年衆院選マニフェストで自立支援法の
廃止を訴えていたが、厚労省はサービス事業者の指
定や支給決定の仕組みを新法に沿ってやり直す手続
きを踏めば、自治体の負担が増える点などを説明。
法律に「共生社会の実現」「社会的障壁の除去」の理
念を新たに盛り込み、名称も見直すことで事実上の
廃止とみなす案を示した。
　新たな法律の施行期日は１３年４月１日で、このう
ちケアホームとグループホームの一元化は１４年４月
１日を予定。（２/８MEDIFAXより）

老健と介護療養、退所先は「医療機関」が最
多／１０年調査
　厚生労働省は２月９日、２０１０年介護サービス施設・
事業所調査の結果を公表した。介護保険３施設を退
所した人の行き先で最も多かったのは、介護老人保
健施設と介護療養型医療施設がそれぞれ「医療機関」
で、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）が
「死亡」だった。
　１０年９月中に介護保険３施設を退所した人の行き
先を見ると、介護老人保健施設では「医療機関」が
４８.９％で最も多く、「家庭」２３.８％、「特養」９.３％と
続いた。介護療養型医療施設でも最多は「医療機関」
の３４.７％で、次いで「死亡」３３.０％、「家庭」１２.１％。
一方、特養では「死亡」が最多の６３.７％を占め、「医
療機関」２８.９％、「家庭」２.９％の順だった。退所者が
入所前にいた場所で最も多かったのは老健が「医療
機関」で５２.６％、介護療養型医療施設も「医療機関」
で７５.２％、特養は「家庭」で３１.８％だった。
　介護保険施設の入所者の要介護度は重度化傾向に
あり、施設別の平均要介護度は介護療養型が４.３９と
最高。次いで特養が３.８８、老健が３.３２だった。１人当
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たり平均利用料（１０年９月中の在所者）を見ると、
介護療養型医療施設が８万５０６７円、老健が７万８５６１
円、特養が６万１０５４円だった。
　訪問看護ステーションについては、１０年９月中の
利用者１人当たりの訪問回数を見ると介護予防サー
ビスで４.０回、介護サービスでは５.５回。１事業所当た
り利用者数は介護予防サービス５.３人、介護サービス
４３.９人で、１事業所当たり延べ利用者数は介護予防
サービス２１.３人、介護サービス２４３.３人だった。
　１事業所当たりの常勤換算看護・介護職員数を見
ると、訪問介護が７.７人、訪問看護ステーションが４.６
人、通所リハビリテーションが８.１人だった。常勤換
算看護・介護職員１人当たりの延べ利用者数（１０年
９月中）は、訪問介護が９１.０人、訪問看護ステーシ
ョンが７９.２人、通所リハビリが７２.２人だった。
　１０年１０月１日現在の状況について調査を実施し、
回答のあった活動中の施設・事業所（延べ２３万１１４５
カ所）などについて集計した。
（２/１０MEDIFAXより）

データ データ 
自殺者数が１４年連続３万人超
　警察庁は１月１０日、２０１１年の自殺者数（速報値）
が３万５１３人だったと発表。前年より１１７７人減った
が、１９８８年以降、１４年連続で３万人を超えた。男女
別では男性２万８６７人、女性９６４６人。

１１年の医療機関の倒産、年間３２件
　帝国データバンクの全国企業倒産集計によると、
２０１１年の医療機関の年間倒産件数は３２件（負債１６５億
６４００万円）となり１０年の４１件（同３５２億１６００万円）と
比べて、件数、負債総額ともに下回った。
●病院・開業医の倒産推移 （負債額の単位は百万円）

（１/１９MEDIFAXより）

臨床研修制度導入前後での地域分布を解析
　厚労省は１月２３日、臨床研修制度の導入が地域医

療に与えた影響を見るため医師・歯科医師・薬剤師
調査や厚生労働科学研究などのデータ解析した結果
を「臨床研修制度の評価に関するワーキンググルー
プ」に提示。医籍登録後１・２年目医師は、０４年の
制度導入前後でも６都府県（東京、神奈川、愛知、
京都、大阪、福岡）での増加傾向に大きな変化は見
られなかった。３～６年目医師では制度導入後、６
都府県での増加傾向がやや強かった。
（１/２４MEDIFAXより）

日本の人口、２０６０年には８６７４万人まで減少
　国立社会保障・人口問題研究所は１月３０日、「日本
の将来推計人口（２０１２年１月推計）」を発表。日本の
総人口は、２０１０年の１億２８０６万人から、４８年には１
億人を割り、６０年には８６７４万人まで減少が進む見通
しだ。
　今回の推計は、１０年の国勢調査を基に６０年までの
人口を推計。推計（出生推移が中位のケース）によ
ると、１０年から６０年までの５０年間で、０～１４歳の年
少人口は１６８４万人から７９１万人に、１５～６４歳の生産年
齢人口は８１７３万人から４４１８万人に減少するが、６５歳
以上の老年人口は４２年にピークを迎え、その後は減
少に転じるものの、１０年の２９４８万人から６０年には
３４６４万人まで増加する。老年人口の割合は６０年には
１０年の２３.０％から３９.９％まで上昇し、２.５人に１人が
６５歳以上となる。
　推計の前提となる合計特殊出生率は１０年の１.３９か
ら２４年には１.３３まで減少するが、長期的には１.３５に収
束する。平均寿命は、１０年の男性７９.６４年、女性８６.３９
年から、６０年には男性８４.１９年、女性９０.９３年まで伸び
る。

（１/３１MEDIFAXより）

市町村国保、厳しい財政状況続く／厚労省１０
年度分公表
　厚生労働省は２月３日、２０１０年度の市町村国保と
後期高齢者医療制度の財政状況（速報）を公表した。
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負債額件　数
４７,６６２４８２００７ 年
１８,２２４３５２００８ 年
３０,１５７５２２００９ 年
３５,２１６４１２０１０ 年
１６,５６４３２２０１１ 年

２０６０ 年２０５５ 年２０３０ 年２０１０ 年
２０１２ 年 １月
 推計
（中位仮定）

８,６７４
万人

９,１９３
万人

１１,６６２
万人

１２,８０６
万人総人口

３９.９％３９.４％３１.６％２３.０％老年人口
割　　合



市町村国保では収入１３兆１２５３億円（前年度比１.７％
増）に対し、支出が１２兆９９００億円（同１.４％増）。決
算補填のための一般会計繰入金を除いた収支は３９００
億円の赤字で、赤字額は前年から６５０億円増加した。
　１０年度の後期高齢者医療広域連合の財政状況につ
いては、収入合計が１２兆２４２１億円、支出合計が１２兆
１１２７億円。実質的な単年度収支は９５億円の赤字だが、
前年度までの余剰金などで１２９３億円の黒字となっ
た。（２/６MEDIFAXより）

保団連 保団連 
一体改革素案「内需冷え込ませる」／保団連
が談話
　保団連は１月１０日、政府・与党がまとめた社会保
障・税一体改革素案をめぐり「国民の安心と生活を
壊し、内需を冷え込ませる『一体改革』素案に断固
反対する」と題する談話を発表した。「逆累進性の強
い消費税は社会保障の財源として最もふさわしくな
い税」と強調し、応能負担での財源確保を推進する
必要性を訴えている。
　談話では、素案について「社会保障費を消費税収
と連動させ、消費税収の範囲に社会保障費を抑え込
もうとしている」と主張。社会保障費が増加すれば、
消費税率を際限なく引き上げざるを得なくなるとし
「国民にとって消費増税か、社会保障削減か、あるい
は、その両方が迫られることになる」と訴えた。
　その上で「今、必要なことは、憲法２５条を基本に
国民の生命と生活を最優先する新たな社会保障ビジ
ョンの策定と法人税、所得税を中心とした応能負担
による財源確保を、国民的な議論のもとで早急に進
めること」と指摘した。（１/１１MEDIFAXより）

再診料７４点を要望／保団連
　保団連は１月１４日付で「２０１２年診療報酬改定に係
る医科緊急要望書」を各中医協委員宛てに送付する
とともに、小宮山洋子厚生労働相宛てに提出した。
再診料を診療所、病院ともに７４点とするよう求めて
いる。
　緊急要望書では「急性期の病院勤務医の負担軽減
なども当然重要」とした一方「地域医療の崩壊を食
い止め、患者、国民が安心して医療を受けることが
できるようにするためには、診療所、中小病院の評
価がどうしても必要」と強調。「診療所の再診料を本
格的なマイナス改定実施以前の水準（７４点）まで回

復することを求める」とし、中小病院についても同
様に評価するよう求めた。（１/１７MEDIFAXより）
 

 
 

　記事文末に（MEDIFAXより）と記載しているものは、 
契約に基づき株式会社じほう発行の「MEDIFAX」より転
載・一部改変を許諾されたものです。 
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　連載は“生き物”です。「社会保
障と税の一体改革」の検討が３回
目に入ったところで、２０１２年前半
期における保守支配層と国民との
攻防の最大の焦点が、消費税率引
き上げを柱とする「一体改革」法
案の成否であることが確実となり
ました。
　マスコミは、２０１１年の年末から
連日、「一体改革」をめぐる民主党
内の攻防を追いかけ、ついに１２月
２９日、野田首相が、民主党税制調
査会と一体改革調査会の合同総会
で、２０１４年４月に８％、１５年１０月
には１０％への消費税率の引き上げ
をするとして押し切ったと、大々
的に報じました。
　今月号が刊行されるころに通常
国会が始まりますが、この連載で
得た視角でマスコミの報道を検討
し、消費増税を阻むための行動を
起こしていただきたいと思います。

 

　前回までに述べてきたことを、
簡単にふりかえってみましょう。
　「一体改革」は、構造改革の矛盾
が顕在化した福田政権で提起され
た政策であり、そこには、小泉政
権時代の社会保障費削減への一定
の反省があったこと。しかし一方
で、大企業負担の軽減をはかる構
造改革を止めるわけにはいかない
ので、社会保障支出増の財源とし
て、消費税率大幅引き上げを提起
するということ。つまり、「一体」と
は、「社会保障は一定充実するから、
消費税率の引き上げもする」とい
う意味でした。
　しかし、この「一体改革」は、
自公政権の崩壊とともにいったん
消えます。自公政権に代わって誕
生した鳩山政権は、福祉支出の増
大と消費税率引き上げ凍結を訴え
て国民の支持を得たのですが、菅

政権はそれをふたたび拾いあげま
した。そのねらいは何か？　とい
うことが今回の主題です。
　鳩山政権は、「この政権では構造
改革も日米同盟もどうなるかわか
らない」という危機感を強めた財
界・アメリカの圧力によって倒さ
れました。代わって登場した菅政
権の立ち上がりは素早かった。大
企業の法人税率を当面５％引き下
げ、２年以内に２０％台にすると公
約し、その財源として消費税率引
き上げを打ち出したのです。口実
は、「財政再建」でした。ところが
この方針は、１０年７月の参院選で
あっけなく国民に「ノー」と言わ
れます。しかし、財界の後押しに
よって菅政権は存続しました。財
界としては、「消費税率引き上げは
マニフェスト違反」と言う小沢一
郎を政権の座につけることは許せ
なかったからです。
　生きのびた菅政権がふたたび消
費税率引き上げをうたう口実に選
んだのが、「一体改革」でした。こ
の段階で、「一体改革」は最初の変
質を遂げます。「社会保障を何とか
しなければならない」という当初
の積極面が後退し、社会保障はた
んなる消費税率引き上げの口実

・・
と

化したからです。
　福田政権時の「社会保障国民会
議」や、麻生政権の「安心社会実
現会議」が、まだ社会保障の充実
を主題に議論をしていたのに比べ、
菅政権の「社会保障改革に関する
集中検討会議」は、その名前とは
裏腹に、社会保障については、宮
本太郎氏（北海道大学）を座長と
する「社会保障改革に関する有識
者検討会」に丸投げし、本体はも
っぱら消費税率引き上げを議論し
始めました。菅氏の頭には、消費
税率引き上げしかなかったのです。

[一橋大学名誉教授]

渡辺  治
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２００９年になぜ国民が民主党を支持
したかを自覚しており、その裏切
りがどんな結果をもたらすかに恐
怖しているからです。
　菅政権は、その攻勢の前に、税
率・時期ともに譲歩を強いられそ
うになりましたが、財界とマスコ
ミの猛攻を受けて、なんとか税率
は１０％を明記し、時期も「２０１０年
代半ばまでに」と入れることに成
功しました。しかし菅政権の体力
もここまででした。閣内の反対の
声を考慮したために成案の閣議決
定はできず、７月１日、閣議報告
にとどまりました。
　では、菅政権のあと、野田政権
は「一体改革」をどのようにすす
めようとしているのでしょうか。
山場は次回に検討しましょう。

革」を打ち出した
当初は、厚労省と
財務省がペアです
すめ、消費税率引
き上げ５％ぶんも
基本的には全部社
会保障に充当する
という合意もあり
ました。
　ところが、３. １１
後になると、財源
問題がさらに厳し
くなり、放ってお
くと５％の独占も難しくなったわ
けです。ここで厚労省も、社会保
障費の充実という口実をかなぐり
捨て、「社会保障費は身を切る努力
をするから、５％はそっくり社会
保障費に充当しろ」という論陣を
はることを余儀なくされたのです。
　いずれの経路からも、「一体改
革」の根本的変質が促されました。
今や「一体」とは、「社会保障費の

・・・・・・

削減と消費税率引き上げ
・・・・・・・・・・・

」という
意味に転換してしまい、「一体改
革」が当初もっていた社会保障の
充実は、跡形もなく消え去ってし
まったのです。
　「一体改革」成案の最大の眼目が、
消費税の引き上げ率と時期を明記
する点にあったことは言うまでも
ありません。また、その点に、民
主党内の小沢派を中心とする反対
派の攻撃も集中していました。彼
らは構造改革に反対しているわけ
ではありませんが、彼らのほうが、

 

　そこに３. １１が起こり、「一体改
革」はさらなる変質を遂げます。
３. １１以降、その復旧・復興、原発
被害に対する避難、放射能汚染の
瓦礫処理などで、膨大な財政支出
が見込まれました。ところが、こ
れを大企業負担でまかなうことは
まかりならんという財界の強い圧
力に菅政権は従ったのです。そこ
で、一方では被害の復旧・復興に
不可欠の国家財政支出を抑制し続
けて復旧・復興に甚大な打撃を与
え、他方、その財源を国民負担に
転嫁する方策が検討されました。
　その結果、「一体改革」の第２段
階の変質が不可避となったのです。
　１つは、３. １１の復旧・復興の財
政支出増が不可避となり、大企業
に負担させないとなれば、３.１１前
に比していっそう国民負担圧力・
歳出削減圧力が強まったことです。
となると、もはや社会保障の充実
などとは言っていられません。社
会保障費も削減し、加えて消費税
率引き上げをしなければならない、
ということになりました。
　もう１つは、「一体改革」を主導
してきた厚労省サイドの思惑です。
福田政権の「一体改革」登場のと
き、厚労省はそれなりに意気揚が
ったと思います。小泉構造改革の
時代に、毎年２２００億円の社会保障
費が削減されたことに見られるよ
うに、社会保障の充実どころか、
増経費の削減のために「努力」を
強いられてきたわけですから、そ
れがおさまり、充実・「機能強化」
となれば希望が出るからです。
　他方、財務省も、消費税率引き
上げの唯一の説得理由は社会保障
しかないという思惑だったため、
両者が合意します。
　このように、菅政権が「一体改

クレスコ編集委員会・全日本教職員組合編集
月刊『クレスコ』２月号より転載（大月書店発行）

わたなべ・おさむ
１９４７年生まれ。専門は政治学、憲法、日本近代政治史。
著書に『新自由主義か新福祉国家か―民主党政権下の日
本の行方』（共著、旬報社）、『憲法９条と２５条・その力
と可能性』（かもがわ出版）、『構造改革政治の時代―小
泉政権論』（花伝社）、『憲法「改正」―軍事大国化・構
造改革から改憲へ』、『安倍政権論―新自由主義から新保
守主義へ』（旬報社）ほか多数。
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資料1

　    平成２４年度介護報酬改定に伴う
　    関係省令の一部改正等について 

　１月２５日開催の第８８回社会保障審議会・介護給付費分科会において、諮問・答申となった平成２４年度の介護報酬改定にか
かる各サービスの報酬単価・運営基準についての省令改正に関する資料。２月２４日を〆切にパブリックコメントが募集され
ている。今改定は、診療報酬との同時改定であり、「医療から介護へ」の流れを明確に示すと同時に、介護保険給付におけ
る「ケア」の範囲をさらに限定する等、地域医療への影響も大きい内容となっている。

■ 厚生労働省　２０１２年１月２６日 ■
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２０１１年度（平成２３年度）第１６回　２０１２年１月２４日
Ⅰ．文書報告
【総務部会】
１．前回理事会（１月10日）要録と決定事項の確認
２．週間行事予定表の確認
３．代議員会議長との打ち合わせ（１月18日）状況
４．新規開業会員訪問（１月18日）状況
５．会計半期収支点検（１月19日）状況
【医療安全対策部会】
１．医療機関側との懇談状況
２．第２回医療安全対策部会学習会（１月12日）状

況
３．法律相談室（１月19日）状況
４．医療事故案件調査委員会（１月20日）状況
５．医師賠償責任保険処理室会（１月23日）状況
【保険部会】
１．2011年度第５回保団連社保・審査対策部会（12
月18日）状況

２．京都府作業療法士会「組織化委員会・保険委員
会合同研修会」（１月15日）状況

Ⅱ．確認・承認事項
【総務部会】
１．総務部会（１月10日）状況確認の件
２．2011年度第９回正副理事長会議（１月12日）状
況確認の件

３．伏見医師会との懇談会（12月12日）状況確認の
件

４．会員入退会及び異動（１月10日～１月24日）に
関する承認の件

５．火災等見舞金の給付の件
【経営部会】
１．経営部会（１月10日）状況確認の件
【医療安全対策部会】
１．医療安全対策部会（１月10日）状況確認の件
【政策部会】
１．第６回「人体の不思議展」を考える京都ネット

ワーク会議（12月28日）状況確認の件
２．政策部会（１月10日）状況確認の件
３．韓国視察への参加募集の件
４．第２回「バイバイ原発3.10京都」実行委員会（１
月13日）状況確認の件

５．第12回反核医師近畿懇談会（１月15日）状況確
認の件

６．本紙（第2809号）合評の件
【保険部会】
１．保険部会（１月６日、10日）状況確認の件
２．薬剤師会との懇談会（12月22日）状況確認の件
Ⅲ．開催・出席確認事項
【総務部会】
１．２月中の会合等諸行事及び出席者確認の件
２．各部会開催の件
３．『文化ハイキング』下見実施の件
４．地区懇談会開催の件
【経営部会】
１．保団連近畿ブロック経税担当事務局会議への出

席の件
２．一人医療法人講習会開催の件
３．白色確定申告書作成会開催の件
４．白色確定申告説明会開催の件
【政策部会】
１．第７回「人体の不思議展」を考える京都ネット

ワーク会議出席の件
２．「バイバイ原発3. 10京都」事務局会議出席の件
３．「バイバイ原発3. 10京都」実行委員会出席の件
【保険部会】
１．療法士会との懇談会開催の件
Ⅳ．医療政策関連情勢
１．週刊医療情報より
Ⅴ．診療報酬関連情報
１．2011年10月度国保合同審査委員会（10月22日）
状況確認の件

２．2011年11月度国保合同審査委員会（11月21日）
状況確認の件

３．保険審査通信検討委員会（１月６日）状況確認
の件

４．中医協総会概要報告
Ⅵ．要討議事項
【総務部会】
１．「火災、風水害、地震など会員被災者への援助及

び見舞金についての申し合わせ」改定の件
２．第182回定時代議員会に対する代議員からの意
見提出への対応について

【保険部会】
１．保団連からの「2012年診療報酬改定に係る医科
緊急要望書の団体要請のお願い」への対応の件

２．「平成24年度診療報酬改定に係る検討状況につ
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協会だより（定例理事会要録から）



いて（現時点の骨子）（案）に対する京都府保険
医協会の意見提出の件

　　≪以上３６件の議事について承認≫
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3月の相談室
担当＝竹内建築士３月１４日（水）午後２時～医院・住宅

新（改）築

担当＝三井生命ＦＣ
　　　（ファイナンシャルコンサルタント）３月１５日（木）午後１時～ファイナンシャル
担当＝江頭弁護士３月１５日（木）午後２時～法 律
担当＝河原社会保険労務士３月１５日（木）午後２時～雇 用 管 理
担当＝鴨井税理士３月２８日（水）午後２時～経 営

開催日の３日前までに協会事務局へお申込み下さい。３０分間無料です。

３月のレセプト受取・締切
12日月労

災
10日土9日金基金

国保 ◎◎○

※○は受付日、◎は締切日。
　受付時間は午前９時～午後５時（基金は午後５時
３０分）です。

日　時　3月11日（日） 午後２時～４時
場　所　京都府保険医協会 会議室

講　演　人間が「生きる」とはどういうことか？

　　　　～ゼロから「哲学」と「科学」について考える～

講　師　代々木ゼミナール公民科講師　畠山　創 氏
参加費　無料（要申込）
定　員　４０人

 講演趣旨
　昨年の今日、東日本大震災が発生し、その後の福島原発事故発生により、自然の脅威に対する人間の弱さや、
科学の限界を誰もが感じたはずです。そして、科学がすべてを支配できるのか？私たちは「ゼロから考え直
す」必要に迫られています。この講義ではソクラテスを導入に「哲学と科学の違いは何か？善き生とは何
か？」を考え、デカルトを主題に「人間存在とは何か？クローン人間は思考や意志まで同じなのか？」を考
え、パスカルと共に「人間と科学に限界はあるのか？人間は弱い生き物なのか、強い生き物なのか？」をデ
カルトとの対比で考えます。
　「人間が生きるとはどういうことか？」をテーマに、皆さんと一緒に哲学をゼロから考えてみましょう!

第第 １１１１回 文化講 回 文化講座座
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地区医師会とのとの懇談会ののご案内
場　　所時　間地　　区開催日

ホテル北野屋午後３時～与謝・北丹医師会との懇談会２０１２年３月３日土

新田辺駅前CIKビル・ ３Ｆ午後２時３０分～綴喜医師会との懇談会３月１０日土

日　時　3月10日（土） ①  シンポジウム：午後４時～６時30分
 ②  懇親・懇談会：午後６時30分～８時
場　所　新・都ホテル「陽明殿」の間
　　　　（JR京都駅八条口前　緯 ０７５崖６６１崖７１１１）

テーマ　対応に苦慮する患者さんたち － 応召義務について

「事務担当者からみた患者クレームについて」

 小笹 和也 医事課長（亀岡市立病院）

「対応に苦慮する患者～看護師の立場から」

 安井 邦子 看護部長（京都第二赤十字病院）

「対応に苦慮する患者さん～弁護士の立場から」

 鵜飼 万貴子 弁護士（米田泰邦法律事務所）

「応召義務の法的意義」

 樋口 範雄 教授（東京大学大学院法学政治学研究科）

参加費　１人 ２,０００円（懇親会費含む）　※当日徴収

申込み　３月２日（金）までにお申し込み下さい。

共　催　京都府保険医協会　有限会社アミス　　　協　賛　京都府歯科保険医協会　

　今年は「対応に苦慮する患者さんたち－応召義務について」で開催いたします。医事担当者、
看護師、弁護士、学者の下記４人のパネリストにご報告をいただきます。奮ってご参加下さいま
すようご案内申し上げます。ご家族や医療従事者の方の参加も歓迎いたします。
なお、このシンポジウムは、医療法上年２回義務付けられている医療安全管理のための職員の研
修となり、参加者には参加証を交付します。

京 都 駅

Ｎ
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2012年診療報酬改定 新点数検討会の開催案内
3ステップでより理解が深まる!
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2012年度診療報酬改定に対応して､ 京都府保険医協会では､ 改定のポイントをわかりやすく解説

する点数検討会を２月､ ３月､ ４月にわたり３段階で開催します｡ ぜひご参加ください｡

※検討会当日は事前(３月10日頃)に送付

する｢案内ハガキ｣(往復ハガキ)をお持

ち下さい｡ ハガキと引き換えにテキス

トを１冊無料でお渡しします｡

当日ご参加でない場合は､ 検討会開催

後(３月末日頃)の送付となりますので

ご了承下さい(１冊無料)｡検討会当日

も販売します(会員価格：１冊3,000円)｡
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※検討会当日は事前 (４月10日頃) に送付する
｢案内ハガキ｣ をお持ち下さい｡ ハガキと引き換
えにテキストを１冊無料でお渡しします｡
当日ご参加でない場合は､ 検討会開催後 (４月
末日頃) の送付となりますのでご了承下さい
(１冊無料)｡
検討会当日も販売します (会員価格：１冊1,500
円)｡

改定後､ 初めてのレセプト提出を前に､ 新点数の運用とレセプト記載について詳しく解説します｡
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